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第１章 第３次さがみはら男女共同参画プランの概要 

 

（１）目的 

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を

十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現を目指し、さがみはら男女共同参画推進条例

（以下「条例」という。）第３条に定められた７つの基本理念に基づき、本市の男女共同参画の推進に

関する施策の方向性と内容を明らかにし、本市が取り組む施策を総合的かつ計画的に推進することを

目的として策定しました。 

 

（２）基本理念 

   条例第３条に掲げる７つの理念を基本理念とします。 

  ➊ 男女の人権の尊重 

  ➋ 政策・方針の立案及び決定への参画 

  ➌ 社会における制度又は慣行についての配慮 

  ➍ 教育における男女平等の推進 

  ➎ 家庭生活における活動と他の活動の両立 

  ➏ 女性の生涯にわたる性と生殖に関する健康の保持 

  ➐ 国内及び国際社会における取組との協調 

 

（３）位置付け 

   条例第１０条に基づく基本計画であり、次の各法律に規定する計画を包含するものであるとともに、

「相模原市総合計画」の部門別計画にあたるものとなります。 

  ● 男女共同参画社会基本法に規定する市町村男女共同参画計画 

  ● 女性活躍推進法に規定する市町村推進計画 

  ● ＤＶ防止法に規定する市町村基本計画 

 

（４）計画期間 

   令和２年度から令和９年度まで（８年間） 
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（５）計画の体系 

   ５つの基本方針を設定し、男女共同参画に関する施策を推進していきます。 

   また、男女共同参画を取りまく本市の現状と課題を踏まえ、特に重点的に取り組むべき内容を、重

点項目として設定しています。 
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（６）計画の推進体制 

   男女共同参画社会の実現のため、多様な主体と連携・協働し、本計画を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）事業の点検・評価・公表 

本計画に基づく施策の推進状況について報告書を作成し、相模原市男女共同参画審議会から評価等

を受けた上で、これを公表します。 
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第２章 第３次さがみはら男女共同参画プランに基づく施策の実施状況 

 

 各項目の見方  

基本方針Ⅰ～Ⅴについて、各基本方針に基づく令和４年度の施策の実施状況を７項目（①～⑦）でま

とめました。その７項目(①～⑦)が表す内容と、どのように配置されているかについて、基本方針Ⅲを

例に説明します。 
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⑥ 

⑦ 

① 

② 

③ 
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① 成果指標 

  ・基本方針ごとに成果指標を設定し、カッコ内の出所年月時点における施策の達成状況を数値的に

把握します。 

 

 ② 事業の実施状況 

  ・事業の実施状況について、所管課の自己評価により把握します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 事業の今後の進め方 

  ・事業の今後の進め方について、所管課の自己評価により把握します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 主な取組 

  ・施策の基本方向ごとに、令和４年度の主な取組について記載しています。 

 

⑤ 取組結果の分析・評価 

  ・①～④などを基に、取組の分析・評価を行った結果を記載しています。 

 

⑥ 課題及び取組の方向性 

  ・⑤を基に、本市が抱える課題及び今後取組を進めるにあたっての方向性を記載しています。 

 

⑦ （参考）事業の実施状況等の内訳 

  ・基本方針ごとに記載のある②及び③のうち、施策の基本方向ごとの内訳を記載しています。 

 

  

Ａ：予定どおり実施した(予定していなかったが実施した) 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響により、事業内容を変更(事業の縮小や、回数・会場変更等を含む。)

して実施したものを含む。 

Ｂ：概ね予定どおり実施したが、検討が必要 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響による事業内容等の検討の必要性を除く。 

Ｃ：実施できなかった 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響による中止又は延期を除く。 

Ｘ：新型コロナウイルス感染症の影響により、中止又は令和５年度以降に延期した。 

拡  充：事業内容等の拡充を図るもの 

継  続：現状どおり事業を継続するもの 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響により、事業執行の手段や方法、回数等を変更して実施する

予定のものを含む。 

見 直 し：事業執行の手段や方法の変更、類似事業との整理・統合などを図るもの 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響による見直しを除く。 

廃  止：事業を廃止するもの 
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基本方針Ⅰ あらゆる分野における男女共同参画の推進 

 

■成果指標 

（指標番号１）市の審議会等における女性の割合 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

40.0% 
(R9) 

33.9％ 
(Ｈ30) 

33.5％ 
(R3.3.31) 

35.3％ 
(R4.3.31) 

36.5％ 
(R5.3.31) 

     

（指標番号２）市職員における管理職（課長級以上）に占める女性の割合（教職員を除く。） 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

30.0% 
(R9) 

18.8％ 
(H31.4.1) 

20.7％ 
(R3.4.1) 

21.6％ 
(R4.4.1) 

22.9％ 
(R5.4.1) 

     

（指標番号３）教職員の管理職（校長・副校長）に占める女性の割合 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

40.0% 
(R9) 

35.5％ 
(H31.4.1) 

34.9％ 
(R3.4.1) 

37.2％ 
(R4.4.1) 

39.1％ 
(R5.4.1) 

     

（指標番号４）自治会長に占める女性の割合 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

10.0% 
(R9) 

7.3％ 
(H31.4.1) 

8.7％ 
(R3.4.1) 

9.0％ 
(R4.4.1) 

9.6％ 
(R5.4.1) 

     

 

■事業の実施状況 

    

総事業数：20 事業（100％） 

Ａ 
[予定どおり実施] 

Ｂ 
[概ね予定どおり実施] 

Ｃ 
[実施できなかった] 

Ｘ 
[コロナによる中止又は延期] 

19 事業（95％） 1 事業（5％） 0 事業（0％） 0 事業（0％） 

 

■事業の今後の進め方 

    

総事業数：20 事業（100％） 

拡 充 継 続 見直し 廃 止 

0 事業（0％） 20 事業（100％） 0 事業（0％） 0 事業（0％） 
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■令和４年度の主な取組等 

 

施策の基本方向１ 多様な価値観の反映による男女共同参画の推進【重点項目】  

［主な取組］ 

● 市の審議会等への女性の積極的登用【施策１】（Ｐ２１ No.１） 

 ・審議会等の新設時又は委員等の改選時（必要な女性委員数を満たしていない審議会等に限る。）における

事前協議の実施 

 ・「相模原市女性人材名簿」の登録者に対する審議会等の委員公募情報の提供 

● 女性職員の管理職等への登用推進【施策１】（Ｐ２１ No.２） 

 ・能力開発期（主事級、主任級）における多様な部門を経験できる人事異動（ジョブローテーション）の実            

施  

 ・女性管理職のロールモデル紹介 

● 政治分野における男女共同参画の推進【施策１】（Ｐ２２ No.３） 

・議員向けにハラスメント防止研修を実施 

・女性の政治参画講演会の開催 

● 女性の活躍に対する事業所等の理解促進【施策２】（Ｐ２２ No.４） 

・市内の事業所等が開催する男女共同参画の推進に関する研修や学習会等へ専門家を講師として派遣 

● 地域や団体における方針決定過程への女性の参画の拡大【施策３】（Ｐ２２ No.６） 

・「自治会活動の手引き」において、自治会活動への女性の積極的な登用、参画について協力を求める内容

を掲載 

● 男女の地域活動・市民活動への参画促進【施策４】（Ｐ２２ No.７） 

 ・様々な年齢や性別の方が市民活動に参画できるよう、市民活動を支援する拠点である「さがみはら市民活

動サポートセンター」において、会議等の場の提供、市民活動活性化のための情報の収集・提供及び相談

に対するアドバイス等を実施 

● 消防における女性の参画拡大【施策５】（Ｐ２３ No.８） 

 ・消防団活動への女性の参画を促進するため、女性団員による消防団車両を活用した広報活動等を実施 

● 防災施策への男女共同参画の視点の反映【施策５】（Ｐ２３ No.９） 

・男女共同参画による多様な防災対策等を考える、男女共同参画防災講座の開催 

［取組結果の分析・評価］ 

・市審議会等における女性の割合（指標番号１）は、前年度と比較して１．２ポイント上昇、教職員を除く市

職員における管理職（課長級以上）に占める女性の割合（指標番号２）は前年度と比較して１．３ポイント

上昇、自治会長に占める女性の割合（指標番号４）は前年度と比較して０．６ポイント上昇しており、取組

の成果が着実に数値に表れてきています。 

・教職員の管理職（校長・副校長）に占める女性の割合（指標番号３）は、前年度と比較して１.９ポイント

上昇し、３９．１％となっています。校長・副校長に占める女性の割合は市立小学校では４４．６％である

のに対し、市立中学校では２７．５％となっています。中学校の管理職に占める女性の割合は、前年度２２．

５％であり、５．０ポイント上昇したものの、依然として、小学校と中学校の管理職に占める女性の割合に

は開きがある状況となっているため、毎年度確実に割合が増加していくように取組を進めていく必要があ

ります。 

・政治分野や消防防災分野等、あらゆる分野に男女がともに参画することができるよう、引き続き、啓発活動

や環境整備等を行っていく必要があります。 

［課題と取組の方向性］ 

・政治・行政分野や民間、地域、団体の方針決定過程等においては、女性の参画が十分であるとはいえない状

況であるため、引き続き、あらゆる分野に女性が参画していくことの重要性に関する社会全体への意識啓発

や必要な環境整備に取り組みます。 

・特に、政治・行政分野については、その政策・方針決定過程へ多様な意思を反映させることにより、市民ニ

ーズのきめ細かな把握や、新しい発想による対応が可能となり、行政サービスのより一層の向上が期待でき

るため、審議会等改選時等における事前協議の実施など、必要な取組を積極的に進めていきます。 

［（参考）事業の実施状況等の内訳］ 

○ 事業の実施状況（Ａ：１９事業  Ｂ：１事業  Ｃ：０事業  Ｘ：０事業） 

○ 事業の今後の進め方（拡充：０事業  継続：２０事業  見直し：０事業  廃止：０事業） 
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基本方針Ⅱ 男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現 

 

■成果指標 

（指標番号５）児童扶養手当の受給開始後５年経過者の就労している割合 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

86.0% 
(R9) 

84.1％ 
(Ｈ30) 

84.0％ 
(R3.3.31) 

80.6％ 
(R4.3.31) 

78.6％ 
(R5.3.31) 

     

（指標番号６）自分が健康であると感じている市民の割合 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

84.3% 
(R9) 

81.4％ 
（R1） 

78.5％ 
(R3.3) 

76.7％ 
(R4.3) 

77.2％ 
(R5.3) 

     

 

■事業の実施状況 

    

総事業数：93 事業（100％） 

Ａ 
[予定どおり実施] 

Ｂ 
[概ね予定どおり実施] 

Ｃ 
[実施できなかった] 

Ｘ 
[コロナによる中止又は延期] 

88 事業（95％） 2 事業（2％） 1 事業（1％） 2 事業（2％） 

 

■事業の今後の進め方 

    

総事業数：93 事業（100％） 

拡 充 継 続 見直し 廃 止 

5 事業（5％） 79 事業（85％） 8 事業（9％） 1 事業（1％） 

 

■令和４年度の主な取組等 

 

施策の基本方向２ 誰もがいきいきと暮らせる環境づくり【重点項目】 

［主な取組］ 

● ひとり親家庭の親子が安心して暮らせる環境の整備【施策６】（Ｐ２４ No.１０） 

・ひとり親家庭等に対する医療費の助成（ひとり親家庭等医療費助成事業） 

・母子父子寡婦福祉資金の貸付 

・ひとり親家庭相談の実施 

● 高齢者や障害のある人が安心して暮らせる環境の整備【施策７】（Ｐ２５ No.１１） 

 ・「地域リハビリ相談事業」（６５歳以上の方に対し、生活機能の維持、向上に向けた相談・助言）の実施 

・障害者スポーツ講座、障害者ふれあい文化講座の実施 

● 外国人市民が安心して暮らせる環境の整備【施策８】（Ｐ２８ No.１４） 

 ・各区役所市民相談室における多言語での「外国人相談」、「外国人法律相談」等の実施 

・日本語ボランティア団体が対応しにくい日本語最初級者を対象に、日本で暮らすうえで最低限必要な日

本語を身に着けるための講座を実施 

● 性自認や性的指向に関する理解の促進【施策９】（Ｐ３０ No.１６） 

 ・「パートナーシップ宣誓制度」の運用、横浜市との都市間連携の開始 

 ・当事者を講師に招いた性の多様性に関する講演会の開催 
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［取組結果の分析・評価］ 

・ひとり親家庭の親子が安心して暮らせるよう、医療費の助成や就労に向けた支援、各種相談事業等、様々な

施策を展開し、誰もがいきいきと暮らせる環境づくりを行いましたが、児童扶養手当の受給開始後５年経過

者の就労している割合（指標番号５）については、前年度と比較して２．０ポイント低下する結果となって

います。このため、一人ひとりが置かれた状況により、課題やニーズが異なることを十分に考慮しながら、

引き続き各種施策を展開していく必要があります。 

・パートナーシップ宣誓制度の運用や、性の多様性に関する講演会の開催など、性的少数者の方の自分らしい

生き方の後押しや、性の多様性に関する社会的な理解の促進に資する取組を着実に進めることができてい

ます。 

［課題及び取組の方向性］ 

・長引くコロナ禍により、雇用や所得などの社会経済情勢に影響が生じる中、ひとり親家庭等については、経

済的基盤が弱く厳しい状況にある家庭が多いことから、個々の状況に応じて適切な支援を提供することが

重要となります。引き続き、社会状況を見極めながら、適切な支援を実施するとともに、各種施策の周知拡

大に努めます。 

・性の多様性に関する取組については、引き続き講演会等の開催による啓発活動を行うとともに、パートナー

シップ宣誓制度の周知拡大を図っていきます。 

［（参考）事業の実施状況等の内訳］ 

○ 事業の実施状況（Ａ：５１事業  Ｂ：０事業  Ｃ：０事業  Ｘ：０事業） 

○ 事業の今後の進め方（拡充：１事業  継続：４５事業  見直し：５事業  廃止：０事業） 

施策の基本方向３ 生涯を通じた健康保持増進への支援 

［主な取組］ 

● ライフステージに応じた保健事業の充実【施策１０】（Ｐ３１ No.１８） 

 ・「健活！チャレンジ」（ウォーキングなどの健康づくりに取り組んだ市民等に対して抽選で景品を贈るも

の）の実施 

 ・歯と口腔の健康づくりを目的とした「高齢者のよい歯のコンクール」や「大学生向け歯科保健指導」の実

施 

● 妊娠・出産・子育てにおける支援の充実【施策１１】（Ｐ３３ No.２０） 

 ・医療機関等で実施する妊婦健康診査に対する費用の助成 

 ・「こんにちは赤ちゃん事業」（生後４か月までの乳児がいる家庭を母子訪問相談員・保健師が訪問し、心身

の状況・養育環境等の把握や育児不安・悩み等に対する助言及び子育て支援に関する情報の提供を行うも

の）の実施 

●  ＨＩＶ（エイズ）及び性感染症予防対策の推進／健康をおびやかす問題に関する教育・啓発の充実【施策１２】

（Ｐ３４ No.２２、Ｐ３５ No.２３） 

 ・市内の中学生・高校生を対象とした「青少年エイズ・性感染症予防講演会」の開催のほか、教職員や養護

教諭等を対象に、性感染症に関する知識と支援方法を理解することを目的とした講演会を開催 

 ・「個別健康教育（禁煙）」（個別面接にて、喫煙の状況や個人の生活習慣等を具体的に把握しながら、継続

的に健康教育を行うもの）の実施 

［取組結果の分析・評価］ 

・自発的な健康づくりを促進する取組や、健康に関する啓発事業等を実施し、生涯を通じた健康保持増進への

支援を行いました。新型コロナウイルス感染症の影響により、実施を見合わせた事業もありましたが、社会

的に健康に関する関心が高まったこともあり、感染拡大防止対策を講じての事業開催や、ＳＮＳなどを活用

した情報発信をするなど、開催方法を工夫して各事業等を実施しました。今後も、より一層健康保持増進に

関する取組を推進していく必要があります。 

［課題及び取組の方向性］ 

・新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛により、特に高齢者の体力低下が懸念される状況にあった

ことなどを踏まえ、男女が生涯にわたって心身ともに健康な生活を送ることができるよう、開催方法の工夫

などにより、積極的な事業展開を図っていきます。 

［（参考）事業の実施状況等の内訳］ 

○ 事業の実施状況（Ａ：３７事業  Ｂ：２事業  Ｃ：１事業  Ｘ：２事業） 

○ 事業の今後の進め方（拡充：４事業  継続：３４事業  見直し：３事業  廃止：１事業） 
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基本方針Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革 

（指標番号７）「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」といった考え方に反対する市民の割合 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

80.0% 
(R9) 

57.0％ 
(Ｈ30) 

57.0％ 
(H30.6) 

57.0％ 
(H30.6) 

68.1％ 
(R5.2) 

     

 

■事業の実施状況 

    

総事業数：25 事業（100％） 

Ａ 
[予定どおり実施] 

Ｂ 
[概ね予定どおり実施] 

Ｃ 
[実施できなかった] 

Ｘ 
[コロナによる中止又は延期] 

25 事業（100％） 0 事業（0％） 0 事業（0％） 0 事業（0％） 

 

■事業の今後の進め方 

    

総事業数：25 事業（100％） 

拡 充 継 続 見直し 廃 止 

3 事業（12％） 20 事業（80％） 2 事業（8％） 0 事業（0％） 

 

■令和４年度の主な取組等 

 

施策の基本方向４ 男女共同参画の視点に立った社会慣行の見直しと意識の改革【重点項目】  

［主な取組］ 

● 男女共同参画意識の醸成【施策１３】（Ｐ３６ No.２４） 

・市立男女共同参画推進センター（ソレイユさがみ）における各種講座や講演会等の開催 

● 多様な主体と連携した広報・啓発の推進【施策１４】（Ｐ３６ No.２６） 

 ・さがみはら男女共同参画推進員と連携した情報誌「ともに」の発行 

 ・市立男女共同参画推進センター（ソレイユさがみ）における地域団体等と連携した講座等の共催事業の実

施  

［取組結果の分析・評価］ 

・市立男女共同参画推進センター(ソレイユさがみ)を中心とした男女共同参画啓発講座の開催や市民との協

働による啓発事業の実施等を通じ、男女共同参画への理解促進を着実に進めることができています。 

・令和４年度に実施した男女共同参画に関する市民意識調査において、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき

である」という考え方についてどう思うか尋ねたところ、「反対」、「どちらかといえば反対」と答えた人を

合算した「反対派」は６８．１％となっており、反対する市民の割合は上昇しています（平成３０年度基準

値比較１１．１ポイント上昇）が、約３割の市民は、この考え方に未だ賛成している状況にあります。男女

別で比較すると、男性の「賛成派」は３６．８％、女性の「賛成派」は２５．５％となっており、男性のほ

うが女性よりも「賛成派」の割合が高く、固定的な役割分担意識が根強く残っていることがうかがえます。

また、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方へ賛成する理由については、「家事・育児・

介護と両立しながら、妻が働き続けることは大変だと思うから」、「妻が家庭を守ったほうが、子どもの成長

などにとって良いと思うから」が５割台と高くなっています。こうしたことから、男女共同参画社会づくり

の必要性に気付くことを目的とした講座等の実施や、意識啓発など、引き続き取り組んでいく必要がありま

す。 
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［課題及び取組の方向性］ 

・男女共同参画の理解促進のため、継続して啓発活動を実施していきます。特に、男女間での意識の差もある

ことから、男性を対象とした啓発事業を重点的に実施する等、これまで以上に情報発信や啓発事業の内容を

充実させるとともに、男女共同参画への理解を促進する上では、様々な分野にステークホルダーが存在する

ことを認識し、家庭や地域、職場、学校等あらゆる場で男女共同参画の裾野を広げる取組を進めていきます。 

［（参考）事業の実施状況等の内訳］ 

○ 事業の実施状況（Ａ：４事業  Ｂ：０事業  Ｃ：０事業  Ｘ：０事業） 

○ 事業の今後の進め方（拡充：０事業  継続：３事業  見直し：１事業  廃止：０事業） 

施策の基本方向５ 教育・学習の場における男女の人権尊重と男女平等の推進 

［主な取組］ 

● 学校教育における男女平等教育の充実【施策１５】（Ｐ３７ No.２７） 

・市内の公立小学校・義務教育学校の５年生への男女共同参画啓発冊子「こんな子いるよね」の配布 

・人権・福祉教育推進校における研究の推進 

● 多様な学習機会の提供【施策１６】（Ｐ３７ No.３０） 

 ・公民館において、男性向けの子育て講座、地域課題や生活課題を捉えた女性学級の開催 

● 学校、家庭等における性教育の充実【施策１７】（Ｐ３８ No.３１） 

 ・家庭用性教育読本「さわやか」について、小学校及び義務教育学校４年生の保護者へ配布したほか、全学

年の保護者が閲覧できるようダイジェスト版をホームページに掲載 

● 性的ビジネス被害の防止に向けた啓発の推進【施策１８】（Ｐ３８ No.３３） 

 ・内閣府が作成したポスター及びリーフレットの市内施設への掲示及び配架 

● メディア・リテラシーの向上【施策１９】（Ｐ３９ No.３４） 

 ・各学校が、情報モラルに関する取組を推進できるよう、（市内研究会と連携した、）情報モラルハンドブッ

クの改訂作業の実施 

［取組結果の分析・評価］ 

・学校、家庭、地域等、あらゆる場において、男女共同参画に関する啓発や教育を着実に実施しています。 

・性の理解・尊重の促進にあたっては、学校や家庭の果たす役割は重要であり、教育・啓発を一層推進してい

く必要があります。 

［課題及び取組の方向性］ 

・学校はもちろんのこと、引き続き家庭や地域等のあらゆる場において、様々な機会を捉えて、男女共同参画

に関する啓発や教育を実施していきます。 

［（参考）事業の実施状況等の内訳］ 

○ 事業の実施状況（Ａ：２１事業  Ｂ：０事業  Ｃ：０事業  Ｘ：０事業） 

○ 事業の今後の進め方（拡充：３事業  継続：１７事業  見直し：１事業  廃止：０事業） 
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基本方針Ⅳ 働く場における女性の活躍推進【さがみはら女性活躍推進プラン】 

 

■成果指標 

（指標番号８）事業所における女性管理職の割合 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

22.0% 
(R9) 

15.0％ 
(Ｈ28) 

12.3％ 
(R2.10.1) 

12.3％ 
(R2.10.1) 

12.3％ 
(R2.10.1) 

     

（指標番号９）職場環境における男女の地位が平等になっていると感じている市民の割合 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

30.0% 
(R9) 

18.8% 
(H30) 

18.8% 
(H30.6) 

18.8% 
(H30.6) 

24.1% 
(R5.2) 

     

（指標番号１０）男性の育児・介護休業の取得について、取得した方がよいと考える市民の割合 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

基準値を 
上回る 

90.2% 
(H30) 

90.2% 
(H30.6) 

90.2% 
(H30.6) 

92.9% 
(R5.2) 

     

 

■事業の実施状況 

    

総事業数：68 事業（100％）（※） 

Ａ 
[予定どおり実施] 

Ｂ 
[概ね予定どおり実施] 

Ｃ 
[実施できなかった] 

Ｘ 
[コロナによる中止又は延期] 

66 事業（97％） 0 事業（0％） 0 事業（0％） 2 事業（3％） 

（※）その他１事業（不定期実施等の調査のため分類不能） 

 

■事業の今後の進め方 

    

総事業数：69 事業（100％） 

拡 充 継 続 見直し 廃 止 

5 事業（7％） 62 事業（90％） 2 事業（3％） 0 事業（0％） 
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■令和４年度の主な取組等 

 

施策の基本方向１ 民間における女性のキャリア形成の支援 

［主な取組］ 

● 女性の活躍に対する事業所等の理解促進【施策１】（Ｐ４０ No.３５） 

・市内の事業所等が開催する男女共同参画の推進に関する研修や学習会等へ専門家を講師として派遣 

 ・市ホームページにおいて女性活躍推進法に関する情報や、市内事業所等を対象とした事業に関する情報を

発信 

［取組結果の分析・評価］ 

・事業所における女性管理職の割合（指標番号８）について、基準値と比較すると２．７ポイント低いことか

ら、民間における女性のキャリア形成の支援については、成果が出ているとは言い難い状況です。 

・令和４年度に実施した男女共同参画に関する事業所調査では、行政に求める支援等として「取組実施のため

の各種助成金の充実」「先進企業の取組事例等の紹介」が挙げられ、事業所等が必要としていることと、市

の施策が十分にマッチしていないことが、成果が不十分な要因のひとつであると考えられます。 

［課題及び取組の方向性］ 

・事業所等において女性が活躍していくために、事業所等が市に求める施策について、しっかりと把握してい

く必要があるため、当該ニーズの把握方策に関する検討を行っていきます。 

・引き続き、事業所等への講師派遣を行うとともに、積極的な啓発や情報発信を行っていきます。 

［（参考）事業の実施状況等の内訳］ 

○ 事業の実施状況（Ａ：４事業  Ｂ：０事業  Ｃ：０事業  Ｘ：０事業） 

○ 事業の今後の進め方（拡充：０事業  継続：４事業  見直し：０事業  廃止：０事業） 

施策の基本方向２ 男女がともに働きやすい環境づくり【重点項目】 

［主な取組］ 

● 事業所の女性の活躍推進等に関する取組の促進【施策２】（Ｐ４１ No.３９） 

・市の入札参加登録における工事の主観点数項目「男女共同参画の取組状況」について、女性活躍推進法の

一般事業主行動計画策定事業者を評価項目として設定 

 ・「さがみはら産業集積促進方策（ＳＴＥＰ５０）」において、工場等の立地に際し、新たに常用雇用する場

合、女性１３０万円／人の奨励金を交付（男性の場合は最大で１１０万円／人） 

● 職場におけるハラスメント防止のための啓発の推進【施策３】（Ｐ４２ No.４２） 

・パンフレット等を活用した意識啓発の実施 

● 就業・再就職支援のための講座等の開催【施策４】（Ｐ４２ No.４３） 

・市立男女共同参画推進センター（ソレイユさがみ）や市就職支援センターにおいて、女性の就業や再就職、

キャリアアップのための技能や知識の習得に繋がる講座を開催 

● 女性の起業に向けた支援【施策４】（Ｐ４２ No.４５） 

 ・起業に興味がある女性や起業後間もない女性起業希望者に対してセミナーを開催 

・起業について学べるだけでなく、女性起業家特有の悩みを気軽に安心して相談できるワークショップや

交流会の開催 

［取組結果の分析・評価］ 

・市の入札参加登録等におけるインセンティブの付与や、女性の就業・再就職支援、女性起業家支援等を通じ、

男女がともに働きやすい環境づくりを進めることができています。 

・職場環境における男女の地位が平等になっていると感じる市民の割合（指標番号９）について、基準値と比

較すると５．３ポイント上昇したものの、目標値の３０％には達していないため、引き続き、男女がともに

働きやすい環境づくりに向けた取組を着実に進めていく必要があります。 

［課題及び取組の方向性］ 

・引き続き、市の入札参加登録等におけるインセンティブの付与や、女性の就業・再就職支援、女性起業家支

援等を着実に進めていきます。 
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［（参考）事業の実施状況等の内訳］ 

○ 事業の実施状況（Ａ：１７事業  Ｂ：０事業  Ｃ：０事業  Ｘ：０事業 

その他（不定期実施の調査のため分類不能）：１事業） 

○ 事業の今後の進め方（拡充：０事業  継続：１８事業  見直し：０事業  廃止：０事業） 

施策の基本方向３ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進【重点項目】 

［主な取組］ 

● ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の促進【施策５】（Ｐ４３ No.４６） 

・「仕事と家庭両立支援推進企業表彰」の実施 

・市立男女共同参画推進センター（ソレイユさがみ）におけるワーク・ライフ・バランスの実現に向けた啓

発講座等の開催 

● 男性の積極的な家事・育児・介護への参画の促進【施策５】（Ｐ４３ No.４７） 

 ・子育てに取り組む男性向けハンドブック「お父さんといっしょ」の配布 

● 子育て支援策の充実【施策６】（Ｐ４４ No.４９） 

 ・「ファミリー・サポート・センター事業」（「子育ての手助けを受けたい利用会員」と「子育ての手助けを

行いたい援助会員」を結びつけ、援助会員による子どもの預かりや送迎などのサポートを行うもの）の実

施 

 ・「子育て広場事業」（乳幼児とその保護者が気軽に集い、交流できる集いの場の提供、子育てに関する相談、

子育てに関する講習会等を行うもの）の実施 

● 介護に関する相談と情報提供の充実【施策７】（Ｐ４６ No.５１） 

 ・「家族介護教室」の開催 

 ・高齢者の介護家族・高齢者電話相談「ホッと！あんしんダイヤル」の実施 

［取組結果の分析・評価］ 

・男性の育児・介護休業の取得について、取得したほうが良いと考える市民の割合（指標番号１０）について、

基準値より２．７ポイント上回っており、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた意識が高まっていると

考えられます。 

・また、子育て環境や介護を支える環境の充実が必要不可欠であるため、積極的に取り組む必要があります。 

［課題及び取組の方向性］ 

・引き続き、ワーク・ライフ・バランスの重要性について積極的に周知啓発に取り組みます。 

・児童クラブの定員拡大や放課後子ども教室の実施施設の拡大を図る等、子育て環境の充実に取り組むととも

に、引き続き介護サービスの充実にも努めます。 

［（参考）事業の実施状況等の内訳］ 

○ 事業の実施状況（Ａ：４５事業  Ｂ：０事業  Ｃ：０事業  Ｘ：２事業） 

○ 事業の今後の進め方（拡充：５事業  継続：４０事業  見直し：２事業  廃止：０事業） 
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基本方針Ⅴ 配偶者等に対する暴力の根絶と被害者への支援【さがみはらＤＶ対策プラン】 

 

■成果指標 

（指標番号１１）夫婦（パートナー）間・交際相手間における次のような行為を暴力と認識する人の割合 

【身体的暴力】①平手で打つ 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

90.0% 
(R9) 

74.2％ 
(Ｈ30) 

74.2％ 
(H30.6) 

74.2％ 
(H30.6) 

83.4％ 
(R5.2) 

     

【精神的暴力】②何を言っても長時間無視し続ける 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

65.0% 
(R9) 

48.9％ 
(Ｈ30) 

48.9％ 
(H30.6) 

48.9％ 
(H30.6) 

60.7％ 
(R5.2) 

     

【社会的暴力】③交友関係や電話・メールなどを細かく監視する 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

70.0% 
(R9) 

55.7％ 
(Ｈ30) 

55.7％ 
(H30.6) 

55.7％ 
(H30.6) 

66.0％ 
(R5.2) 

     

【経済的暴力】④家計に必要な生活費を渡さない 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

85.0% 
(R9) 

70.6％ 
(Ｈ30) 

70.6％ 
(H30.6) 

70.6％ 
(H30.6) 

77.2％ 
(R5.2) 

     

【性的暴力】⑤見たくないのに、ポルノビデオやポルノ雑誌を見せる 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

85.0% 
(R9) 

70.7％ 
(Ｈ30) 

70.7％ 
(H30.6) 

70.7％ 
(H30.6) 

83.7％ 
(R5.2) 

     

【性的暴力】⑥いやがっているのに性的な行為を強要する 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

95.0% 
(R9) 

84.7％ 
(Ｈ30) 

84.7％ 
(H30.6) 

84.7％ 
(H30.6) 

89.3％ 
(R5.2) 

     

（指標番号１２）ＤＶに関わる相談場所を知っている市民の割合 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

76.0% 
(R9) 

68.2% 
(H30) 

68.2% 
(H30.6) 

68.2% 
(H30.6) 

72.9％ 
(R5.2) 

     

（指標番号１３）ＤＶ被害にあった際、相談した市民の割合 

目標値 
(年度) 

基準値 
(年度等) 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

50.0% 
(R9) 

37.6% 
(H30) 

37.6% 
(H30.6) 

37.6% 
(H30.6) 

34.0％ 
(R5.2) 
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■事業の実施状況 

    

総事業数：21 事業（100％） 

Ａ 
[予定どおり実施] 

Ｂ 
[概ね予定どおり実施] 

Ｃ 
[実施できなかった] 

Ｘ 
[コロナによる中止又は延期] 

21 事業（100％） 0 事業（0％） 0 事業（0％） 0 事業（0％） 

 

 

■事業の今後の進め方 

    

総事業数：21 事業（100％） 

拡 充 継 続 見直し 廃 止 

2 事業（10％） 19 事業（90％） 0 事業（0％） 0 事業（0％） 

 

■令和４年度の主な取組等 

 

施策の基本方向１ ＤＶに関する相談及び保護体制の充実【重点項目】 

［主な取組］ 

● 相談支援の充実【施策１】（Ｐ４８ No.５３） 

・ＤＶ被害者の相談・支援の実施 

・ＤＶ相談証明書の発行 

● 男性被害者等への配慮【施策２】（Ｐ４８ No.５８） 

 ・男性からの相談に係る対応力向上のため、相談員を対象に、男性ＤＶ相談スーパーバイズを実施 

● 性的少数者への配慮【施策２】（Ｐ４８ No.５９） 

 ・性別を限定しないＤＶ相談の実施 

 ・相談員に対し、「性の多様性を知り、適切な対応をするための相模原市職員ガイドライン」を配布し、性

の多様性に係る啓発を実施 

● 一時保護支援と安全確保の充実【施策３】（Ｐ４９ No.６０） 

 ・被害者の安全確保のため、必要に応じた一時保護を実施 

● 住民登録等の支援【施策３】（Ｐ４９ No.６１） 

 ・加害者が住民票の交付等の制度を不当に利用して被害者の住所を探索することを防止するための支援を

実施 

 ・本市に住民登録はないものの、徴税や手当等の各種手続に伴い宛名登録（住登外登録）されているＤＶ等

被害者について、業務システム上、住所情報を非表示とする措置を実施 

［取組結果の分析・評価］ 

・女性の被害者のみを想定した相談を実施するのではなく、男性や性的少数者の方も含めた、性別に依らない

相談を実施することにより、幅広い対象を捉えた支援を実現しています。 

・住民登録の有無に関わらず、ＤＶ等被害者の住所情報等を保護する措置を実施し、徹底して被害者の情報を

保護することにより、確実な被害者の安全確保を実現しています。 

［課題及び取組の方向性］ 

・引き続き、幅広い対象を捉えた相談の実施や、確実な被害者の安全確保に取り組みます。 

［（参考）事業の実施状況等の内訳］ 

○ 事業の実施状況（Ａ：１２事業  Ｂ：０事業  Ｃ：０事業  Ｘ：０事業） 

○ 事業の今後の進め方（拡充：２事業  継続：１０事業  見直し：０事業  廃止：０事業） 
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施策の基本方向２ 関係機関・団体との連携・協力及び自立支援の充実 

［主な取組］ 

● 関係機関・団体との連携・協力体制の強化【施策４】（Ｐ５０ No.６２） 

 ・配偶者等からの暴力に対する関係機関連携会議における関係機関相互の情報交換の実施  

● 関係機関・団体との連携による自立支援の充実【施策５】（Ｐ５０ No.６４） 

 ・神奈川県、県内市町村及び民間団体の三者の協働による被害者支援（緊急一時保護）の実施 

 ・母子生活支援施設への入所支援 

［取組結果の分析・評価］ 

・関係機関・団体と連携・協力し、切れ目のない被害者支援を実施しています。 

・ＤＶ被害者の支援にあたっては、早期発見・早期支援が重要であり、庁内・庁外関係機関の連携による切れ

目のない支援体制の充実が必要不可欠です。 

［課題及び取組の方向性］ 

・引き続き、関係機関・団体と連携・協力し、切れ目のない被害者支援に取り組みます。 

［（参考）事業の実施状況等の内訳］ 

○ 事業の実施状況（Ａ：６事業  Ｂ：０事業  Ｃ：０事業  Ｘ：０事業） 

○ 事業の今後の進め方（拡充：０事業  継続：６事業  見直し：０事業  廃止：０事業） 

施策の基本方向３ ＤＶ根絶に向けた取組の推進 

［主な取組］ 

● ＤＶ根絶に向けた意識啓発の推進【施策６】（Ｐ５１ No.６５） 

・相模大野パブリックインフォメーションの放映、自治会地域情報誌への記事掲載、ＦＭラジオ局スポット

案内放送等、様々な機会を捉えた啓発活動の実施 

● デートＤＶ防止に向けた意識啓発の推進【施策７】（Ｐ５１ No.６７） 

 ・市内中学３年生にデートＤＶ防止カードを配布 

［取組結果の分析・評価］ 

・様々な機会を捉え、あらゆる年代に対し、ＤＶ防止に係る啓発を着実に実施しています。 

・今後も被害の発生や連鎖を防ぐため、子どもから若い世代、高齢者まで、様々な機会を捉えて意識啓発を図

る必要があります。 

［課題及び取組の方向性］ 

・引き続き、様々な機会を捉え、あらゆる世代に対し、ＤＶ根絶に向けた啓発を実施していきます。 

［（参考）事業の実施状況等の内訳］ 

○ 事業の実施状況（Ａ：３事業  Ｂ：０事業  Ｃ：０事業  Ｘ：０事業   

○ 事業の今後の進め方（拡充：０事業  継続：３事業  見直し：０事業  廃止：０事業） 
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第３章 第３次さがみはら男女共同参画プランに基づく事業一覧 

 

 一覧の見方  

 

 

 

 

① 表題 

  ・体系図（ｐ２）の「基本方針」及び「施策の基本方向」ごとの一覧となっています。 

 

② 内容 

  ・体系図（ｐ２）の「施策」の下に設定してある具体的な内容の「Ｎｏ．」及び「内容」を記載して

います。 

・内容の詳細については、「第３次さがみはら男女共同参画プラン」をご確認ください。 

 

③ 実施状況 

 ・事業の実施状況に関する所管課の自己評価です。詳細は、５ページをご確認ください。 

 

④ 今後の進め方 

 ・事業の今後の進め方に関する所管課の自己評価です。詳細は、５ページをご確認ください。 

 

⑤ 再掲内容Ｎｏ． 

 ・再掲事業について、②のＮｏ．を記載しています。  

① 

② ③ ④ ⑤ 



■基本方針Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

＜施策の基本方向１　多様な価値観の反映による男女共同参画の推進＞

No.

　施策１　政治・行政分野の政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

1

市の審議
会等への
女性の積
極的登用

審議会等の委員登
用における事前協
議の推進

審議会等の委員選任の際に、事前協議を通して女性の登用を
要請するとともに、委員選任に係るガイドラインを全庁送付し、
女性登用促進を図った。また、各課での委員選任結果につい
て、各課の属する局長まで報告することにより、課単位だけで
なく、局単位で女性委員登用推進に係る意識をより一層持つ
よう運用した。

Ａ

平成22年2月に事前協議
を開始してから審議会等
の女性委員登用率は上昇
していたが、平成28年度
をピークに減少傾向にあっ
た。令和４年度において
は、前年度と比較し増加に
転じているため、事前協議
をより一層徹底し、女性の
参画拡大を目指す。

継続
人権・男女共
同参画課

1

市の審議
会等への
女性の積
極的登用

会議等における保
育の実施

審議会等の委員選任に係るガイドラインの中で、保育を必要と
する委員への配慮を要請した。

Ａ
今後も女性の政策・方針決
定過程への参画を促進す
る環境づくりに努める。

継続
人権・男女共
同参画課

1

市の審議
会等への
女性の積
極的登用

相模原市女性人材
名簿の活用

政策及び方針決定過程への女性の参画を促進するため、多
方面にわたる人材を「相模原市女性人材名簿」に登録するとと
もに、市審議会等の委員の公募情報を人材名簿登録者に提
供した。
・登録人数　10人（令和４年度末時点）

Ａ
今後も女性の政策・方針決
定過程への参画を促進す
る環境づくりに努める。

継続
人権・男女共
同参画課

2

女性職員
の管理職
等への登
用推進

職員厚生会による
育児休業者を対象
としたセミナーの開
催

コロナ禍のため、集合研修形式のセミナーに替え、実際に育児
休業を取得し職場復帰した職員の体験談や育児に関する情
報等をまとめた「子育て通信」を作成し、対象者に提供した。
・対象者数　147名

Ａ
今後も継続してセミナーを
開催する。

継続 職員厚生課

2

女性職員
の管理職
等への登
用推進

九都県市ワーク・ラ
イフ・バランス推進
連絡会

九都県市ワークライフバランス推進連絡会で決定した一斉定
時退庁の取組【8月3日（水）】を実施した。

Ａ

今後も庁内関係各課が連
携を図りながら積極的な
ワーク・ライフ・バランスへ
の取組を進める。

継続

人事・給与課
人権・男女共
同参画課
こども・若者
政策課
産業・雇用対
策課

2

女性職員
の管理職
等への登
用推進

相模原市職員のた
めの仕事と家庭の
両立応援プラン（相
模原市特定事業主
行動計画）の実施
【ワーク・ライフ・バ
ランスの推進】

・職員評価制度において、長時間労働の是正や年次有給休暇
の取得促進など、ワーク・ライフ・バランスの推進の取組を管理
職の評価項目の基準行動とした。
・長時間労働該当職員が2名以上いる場合、所属長には、産
業医 面談の実施や調査票の提出を依頼している。
・テレワーク勤務を実施した。
・在宅勤務については、対象者の拡大、在宅勤務時の出張命
令の緩和等の要綱改正を実施した。
・ズレ勤務を実施した。
・各所属において、課内会議等における周知、休暇取得計画
表の活用等により、夏季休暇を含めた休暇取得の促進を図っ
た。

Ａ

令和6年度までに一月あた
りの時間外勤務時間45時
間以内の職員の割合（管
理職以外）100％を目標達
成に向けた取組を継続す
る。

継続 人事・給与課

人事・給与課

・女性職員の管理職への登用を図った。
（令和5年4月1日現在　22.9%／前年より1.3ポイント増加）
・女性職員を多様なポストに積極的に登用するとともに、事務
の分担において意欲や能力に応じた人事配置を行った。
・能力開発期（主事級、主任級）において、様々な部門を経験
するよう人事異動（ジョブローテーション）を実施した。
・将来の目標となる女性管理職のロールモデル紹介を1例実施
した。
・各所属の事務分担について、性別にとらわれて固定しないよ
う促した。
・外部研修専門機関（市町村アカデミー）へ女性職員を派遣し
た。

相模原市職員のた
めの仕事と家庭の
両立応援プラン（相
模原市特定事業主
行動計画）の実施
【女性職員のキャリ
ア形成等】

女性職員
の管理職
等への登
用推進

2 Ａ

今後の
進め方

内容 事業名
（令和４年度）

事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題

管理職に占める女性割合
を令和7年4月1日までに
30％とすることを目標にし
ているため、仕事と家庭の
両立応援セミナー、メン
ター制度、管理職等への研
修の実施をとおして意識啓
発を継続して行い、女性が
より働きやすい職場環境
づくりを行うとともに、女性
職員の育成に努める。

継続

再掲
内容No.

所管課

教職員人事
課

女性教員の校長・
副校長への積極的
登用

2

女性職員
の管理職
等への登
用推進

女性教員の校長・副校長への積極的登用を図った。
【令和5年4月1日現在の市女性教員の登用状況】
・小学校
　校長 69人中 25人（36.2％）
　副校長70人中 37人（52.9％）
・中学校
　校長 34人中 7人（20.6％）
　副校長 35人中12人（34.3％）
・義務教育学校
　校長2人中0人（0％）
　副校長4人中3人（75.0%）
・大野南中学校分校（夜間学級）
　副校長1人中0人（0%）

Ｂ

前年度と比べ、中学校の管
理職の割合も増えている
が、小学校と中学校の登用
にまだ開きがある。
今後も女性教員の人材育
成と積極的な活用を図る。

継続

21



■基本方針Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

＜施策の基本方向１　多様な価値観の反映による男女共同参画の推進＞

No.

今後の
進め方

内容 事業名
（令和４年度）

事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
再掲
内容No.

所管課

3

政治分野
における
男女共同
参画の推
進

地方議会における
男女共同参画の実
施

議員向けハラスメント防止研修の実施 Ａ
今後も継続して男女共同
参画に向けた土壌づくりを
行う。

継続 議会総務課

3

政治分野
における
男女共同
参画の推
進

女性の政治参画講
演会

女性の政治への関心を促進する講演会を開催した。
・開催数　1本
・参加者数　31人

Ａ
引き続き講演会等を開催
し、政治分野への女性の参
画に資する取組を進める。

継続
人権・男女共
同参画課

　施策２　民間における政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

4

女性の活
躍に対す
る事業所
等の理解
促進

事業所等における
女性活躍の促進
（情報発信等）

事業所における女性活躍を促進するため、市ホームページに
おいて、女性活躍推進法に関する情報や、市内事業所等を対
象とした事業に関する情報の発信を行った。

Ａ

今後も事業所における女
性活躍が推進されるよう、
積極的な情報発信を行っ
ていく。

継続
4,35,

37
人権・男女共
同参画課

4

女性の活
躍に対す
る事業所
等の理解
促進

男女共同参画研修
等支援事業

市内の事業所等が開催する男女共同参画の推進に関する研
修や学習会等へ専門家を講師として派遣し、職場などにおけ
る男女共同参画の広がりや実践の拡大に向けた取り組みを進
めた。
・実施回数　2回

Ａ
今後も事業の周知の拡大
を図り、事業所に向けた啓
発や情報提供を行う。

継続
4,5,3
5,36,

37

人権・男女共
同参画課

5

事業所等
における
女性の
キャリア形
成の支援

女性起業家支援事
業

起業に興味がある女性や起業後間もない女性起業家に対し
て、経営に必要な知識を習得するためのセミナーを開催した。
また、起業について学べるだけでなく、女性起業家特有の悩み
を気軽に安心して相談できるように、ワークショップや交流会
を開催した。
・セミナー（全6回）　18人
・ワークショップ＆交流会　1回　計20人

Ａ

セミナーや交流会に参加し
ても起業に結びつかない
ケースがあったため、確実
な事業継続を促進する必
要がある。このため、産業
支援機関との連携、出店場
所の相談に応じるなど、起
業希望者に寄り添った支
援を進めていく。

継続
5,36,

45

創業支援・企
業誘致推進
課

5

事業所等
における
女性の
キャリア形
成の支援

男女共同参画研修
等支援事業

市内の事業所等が開催する男女共同参画の推進に関する研
修や学習会等へ専門家を講師として派遣し、職場などにおけ
る男女共同参画の広がりや実践の拡大に向けた取り組みを進
めた。
・実施回数　2回

Ａ
今後も事業の周知の拡大
を図り、事業所に向けた啓
発や情報提供を行う。

継続
4,5,3
5,36,

37

人権・男女共
同参画課

　施策３　地域や団体における方針決定過程への女性の参画の拡大

6

地域や団
体におけ
る方針決
定過程へ
の女性の
参画の拡
大

「自治会活動の手
引き」の配布

市自治会連合会と共同作成を行っている「自治会活動の手引
き」において、自治会活動への女性の積極的な登用、参画につ
いて協力を求めるページを掲載し、意識啓発を図った。

Ａ
引き続き「自治会活動の手
引き」等により、意識啓発
を図る。

継続
市民協働推
進課

　施策４　男女の地域活動・市民活動への参画促進

7

男女の地
域活動・
市民活動
への参画
促進

ボランティア活動へ
の理解促進のため
の情報の収集・提
供

市民活動を支援する拠点である「さがみはら市民活動サポー
トセンター」で、会議等の場の提供、市民活動活性化のための
情報の収集・提供及び相談に対するアドバイス等を行った。
【利用実績（延べ数）】
・会議室　3,150名
・オープンスペース　1,355名
・相談　127名

Ａ

・今後も、様々な分野で行わ
れている市民の自主的・非営
利の社会に貢献する活動を
支援する拠点として、活動の
場の提供や情報の発信など
の支援事業に取り組んでい
く。
・市民のニーズの多様化や複
雑化などによる市民活動の
高まりに対し、「さがみはら市
民活動サポートセンター」の
機能の充実を図る。

継続
市民協働推
進課

7

男女の地
域活動・
市民活動
への参画
促進

相模原市社会福祉
協議会によるボラ
ンティアセンター運
営事業の支援

ボランティアセンターを設置して市内ボランティア活動の促進
を図る市社会福祉協議会に対し運営費や周知活動の支援を
行った。

Ａ

引き続き、ボランティアセン
ター運営の実績とノウハウ
を有する市社会福祉協議
会の当該事業について支
援を行う。

継続
地域包括ケア
推進課
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■基本方針Ⅰ　あらゆる分野における男女共同参画の推進

＜施策の基本方向１　多様な価値観の反映による男女共同参画の推進＞

No.

今後の
進め方

内容 事業名
（令和４年度）

事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
再掲
内容No.

所管課

　施策５　消防防災分野への女性の参画の拡大

8

消防にお
ける女性
の参画拡
大

消防団活動への女
性の参画促進

歳末火災特別警戒に合わせ、女性団員による消防団車両を
活用した広報活動の実施や、消防団が作成する広報紙などで
女性の活動をPRすることにより、消防団活動への女性の参画
を促進した。

Ａ

平成24年度から、主に予
防・広報を担当する女性分
団のほか、現場活動を行う
分団に女性を配属してい
る。女性団員の活動を積極
的に支援し、消防団活動へ
の女性の参画をさらに促
進する。

継続 消防総務課

9

防災施策
への男女
共同参画
の視点の
反映

女性の擁護にたっ
た災害対策

令和３年度に改訂を行った「さがみはら防災ガイドブック」を、
転入者の手続きの際に配布をして普及啓発を図った。
また、内閣府が実施した「防災分野における女性の参画促進
に関する地方公共団体職員向け研修」を、防災ガイドブック及
び避難所運営マニュアルの担当者が受講した。

Ａ
防災ガイドブック等を使用
した普及啓発を引き続き行
う。

継続 危機管理課

9

防災施策
への男女
共同参画
の視点の
反映

女性視点の防災講
座

外部講師を招き、男女共同参画による多様な防災対策及びア
ウトドアを参考にした災害対策について考える、男女共同参画
防災講座を開催した。
・開催数　１本
・参加者数　14人

Ａ
引き続き、女性視点からの
防災講座を開催する。

継続
人権・男女共
同参画課
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■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現

＜施策の基本方向２　誰もがいきいきと暮らせる環境づくり＞

No.

　施策６　ひとり親家庭の生活安定と自立支援

10

ひとり親
家庭の親
子が安心
して暮ら
せる環境
の整備

自立支援教育訓練
給付金の支給

母子家庭の母及び父子家庭の父が自主的に行う職業能力の開
発を支援するため、指定の職業訓練修了後、給付金を支給した
（支給額　対象講座の受講料の60％相当額（上限20万円×修業
年数、下限1万2千円））。
ただし、雇用保険法による教育訓練給付金の受給資格のある者
については、上記の金額から当該給付金の支給額を差し引いた
額
・給付件数21件

Ａ
今後も継続して給付金を
支給する。

継続 子育て給付課

10

ひとり親
家庭の親
子が安心
して暮ら
せる環境
の整備

高等職業訓練促進
給付金の支給

母子家庭の母及び父子家庭の父の就職に有利となり、かつ生活
の安定に資する資格の取得を促進するため、養成校での受講期
間のうち一定期間について高等職業訓練促進給付金及び高等職
業訓練が修了した後に修了支援給付金を支給することにより、生
活の負担の軽減を図り、資格取得を容易にした。
・給付件数　45件

Ａ
支給要件の緩和を行い、
給付金を支給する。

継続 子育て給付課

10

ひとり親
家庭の親
子が安心
して暮ら
せる環境
の整備

ひとり親家庭高等
学校卒業程度認定
試験合格支援事業

ひとり親家庭の親が、より良い条件で就職することを支援するた
め、高卒認定試験合格のための指定講座修了時、及び高卒認定
試験合格時に受講費用の一部を支給する制度について、周知を
行った。

Ａ
今後も事業の周知に努め、
受講費用の一部を支給す
る。

継続 子育て給付課

10

ひとり親
家庭の親
子が安心
して暮ら
せる環境
の整備

ひとり親家庭高等
職業訓練促進資金
貸付事業

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に
有利な資格の取得を目指すひとり親家庭の親及び母子・父子自
立支援プログラムを策定し、自立に向けて意欲的に取り組むひと
り親家庭の親に対し、高等職業訓練促進資金を貸付けた。
（貸付件数）
・入学準備金　14件
・就職準備金　  8件
・住宅支援資金　8件

Ａ
今後も継続して事業を実
施する。

継続 子育て給付課

10

ひとり親
家庭の親
子が安心
して暮ら
せる環境
の整備

ひとり親家庭等日
常生活支援事業

ひとり親家庭の父母等の病気などによる家庭機能の低下の事態
に対し、家庭生活支援員を派遣し日常生活を円滑に営むための
手助けを行うことにより、当該家庭の福祉の増進に努めた。
・派遣実績　60件

Ａ
類似事業との整理・統合を
検討する。

見直し 子育て給付課

10

ひとり親
家庭の親
子が安心
して暮ら
せる環境
の整備

ひとり親家庭等生
活向上事業

ひとり親家庭等の親自身が生活の中で直面する諸問題の解決や
児童の精神的安定を図るため、生活支援事業及び生活相談を実
施した。
・生活支援講習会　開催回数　0回（新型コロナウイルス感染症の
影響により未実施）
・情報交換会　開催回数　2回
・訪問相談事業　相談件数　44件

Ａ

令和5年度から、事業を訪
問相談事業のみとし、名称
を「相模原市ひとり親家庭
等訪問相談事業」に変更す
る。

見直し 子育て給付課

10

ひとり親
家庭の親
子が安心
して暮ら
せる環境
の整備

母子父子寡婦福祉
資金の貸付

母子家庭の母、父子家庭の父及び児童、父母のいない児童及び
寡婦に対し、修学資金、就学支度資金など12種類の資金の貸し
付けを実施した。　（平成14年度までは神奈川県事業）
（貸付実績）
・母子　163件
・父子　  9件
・寡婦　  5件

Ａ
今後も継続して貸付を実
施する。

継続 子育て給付課

10

ひとり親
家庭の親
子が安心
して暮ら
せる環境
の整備

母子・父子自立支
援プログラム策定
事業

児童扶養手当受給者に対し、個別に面接を実施し、本人の生活
状況、就業への意欲、資格取得の取組等について状況把握を行
い、自立支援プログラムを策定した。
・策定件数　57件

Ａ
今後も継続して事業を実
施する。

継続 子育て給付課

・児童とその養育者の健康の保持及び生活の安定を図り、福祉の
増進に寄与することを目的とし、ひとり親家庭や父か母に重度の
障害がある家庭などの医療費を助成した。
【対象者】
　健康保険に加入している方で、母子家庭、父子家庭、父か母に
重度の障害がある家庭、父母がいない家庭などの児童（原則とし
て高校卒業まで）とその養育者
【所得制限額】
①父又は母等…192万円＋扶養1人につき38万円
②扶養義務者等…236万円＋扶養１人につき38万円
※①及び②をともに下回ることが必要
【扶助費（令和4年度）】
・金額（円）　315,484,403円
・人数（月平均）　8,672人
・件数（年間合計）　118,641件
・一人当たり医療費（年額）　36,380円

ひとり親家庭等医
療費助成事業

ひとり親
家庭の親
子が安心
して暮ら
せる環境
の整備

継続

事業名
（令和４年度）

内容

10

事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

現状どおり事業を実施して
いく

Ａ 子育て給付課

再掲
内容No.

所管課

24 



■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現

＜施策の基本方向２　誰もがいきいきと暮らせる環境づくり＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

10

ひとり親
家庭の親
子が安心
して暮ら
せる環境
の整備

母子福祉資金等の
利子補給

福祉資金の貸し付けを受け、その年分の償還を完了した借受者
に対し、利子補給を実施した。
・給付件数　32件

Ａ
今後も継続して利子補給
を行う。

継続 子育て給付課

10

ひとり親
家庭の親
子が安心
して暮ら
せる環境
の整備

ひとり親家庭相談
福祉資金の貸し付け、就業などの生活一般について、ひとり親家
庭の自立のための相談に応じ、必要な指導や助言を行った。
・相談件数　2,575件

Ａ
今後も継続してひとり親家
庭相談を行う。

継続 子育て給付課

　施策７　高齢者や障害のある人の生活安定と自立支援

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

さがみはら成年後
見・あんしんセン
ターにおける事業

日常生活において、財産の保全又は管理が困難な高齢者及び障
害者等の権利を擁護し、在宅生活の安定を図るため、日常生活
自立支援事業及び法人後見事業を実施した。
・書類等預かりサービス（高齢者5件、障害者19件）
・福祉サービス利用援助・日常的金銭管理サービス（高齢者66
件、障害者109件、その他2件）
・法人後見受任 ※補佐・補助含む（高齢者10件、障害者14件）

Ａ

今後も制度の普及・啓発に
努め、利用の促進を図ると
ともに、令和４年度より新
たに実施した「みまもりエン
ディングサポート事業」の
経過に鑑み更なる事業の
充実を図る。

継続
高齢・障害者
福祉課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

精神障害者保健福
祉手帳の交付

精神障害者保健福祉手帳の交付を行った。
・令和4年度申請件数　6,944件（新規・更新・変更・再交付等）
・令和4年度承認件数　5,710件

Ａ
今後も継続して手帳の交
付を行う。

継続
精神保健福
祉課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

身体障害者手帳、
療育手帳の交付

身体障害者手帳、療育手帳の交付を行った。
・身体障害者手帳交付件数（新規等及び紛失等再交付）　2,360
件
・療育手帳交付件数（新規等及び紛失等再交付）　1,363件

Ａ
今後も継続して手帳の交
付を行う。

継続
障害者更生
相談所

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

障害者に関する各
種判定

障害者に関する各種判定を行った。
・補装具費支給判定、処方及び適合判定　764件
・更生医療支給判定　71件
・医学的・心理学的・職能的判定　16件
・療育手帳判定　199件

Ａ
今後も継続して判定を行
う。

継続
障害者更生
相談所

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

シルバー人材セン
ターによる一般労
働者派遣事業

高齢者の就業機会を確保し、提供するため、シルバー人材セン
ターが、発注者から業務を受注し、会員を発注者の事業所などに
派遣する方法により業務を行う、一般労働者派遣事業を実施し
た。
・受託実績　76件（60人の会員が派遣社員として就業）

Ａ

請負または委任業務と一
般労働者派遣事業とのす
み分けを行い適正な就業
に努める。

継続
高齢・障害者
福祉課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

シルバー人材セン
ターによるワンコイ
ンサービス（相模シ
ルバーそよ風サー
ビス）事業

依頼者の快適な住環境等、生活の質的向上の維持を図るため、
地域貢献的な生活支援サポート事業として、日常の暮らしの
ちょっとした困りごとに対し、センターの会員が短時間で支援する
ワンコインサービスを実施した。
・受託実績　710件（就業実人員　118人）

Ａ

一つひとつ親切、丁寧に作
業することで地域の信頼を
得て、また次の受注に繋げ
ることで、センター及び事
業を広く周知する。

継続
高齢・障害者
福祉課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

福祉用具購入費支
給

介護認定を受けた被保険者に対して、福祉用具購入費用の9割、
8割又は7割を保険給付した。（10万円を限度）
・福祉用具購入費支給件数　2,609件

Ａ
引き続き制度を周知すると
ともに適切な保険給付に
向けた取組みを進める。

継続 介護保険課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

住宅改修費支給
介護認定を受けた被保険者に対して、住宅改修費用の9割、8割
又は7割を保険給付した。（20万円を限度）
・住宅改修費支給件数　2,088件

Ａ
引き続き制度を周知すると
ともに適切な保険給付に
向けた取組みを進める。

継続 介護保険課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

県央障害者就職面
接会

雇用の創出、促進に向けて完全予約制で面接会を開催した。
・求職者　149人
・就職者　21人

Ａ

労働局の方針により、県央
での共催ではなく本市単
体での小規模開催に変更
する予定。

見直し
産業・雇用対
策課
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■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現

＜施策の基本方向２　誰もがいきいきと暮らせる環境づくり＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

市営住宅入居選考
時優遇措置

市営住宅入居者決定の際、選考時優遇措置を実施した。
・障害者世帯数　7世帯

Ａ 引き続き、実施する。 継続 住宅課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

シルバー人材セン
ターによる生きが
いのための就労の
支援

臨時的かつ短期的な就業その他の軽易な業務に係る就業を希望
する高齢者のための就業機会の確保及び提供を実施した。
・会員数　3,048人
・受託件数　23,057件
・就業延人員　234,054人

Ａ

受託事業の拡大による就
業率の向上、就業機会の
確保・提供を図るため、セ
ンターの策定した「中期計
画」の着実な実行について
支援する。

継続
高齢・障害者
福祉課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

老人福祉センター
及びふれあいセン
ターによる高齢者
福祉の向上

主に高齢者の福祉の向上に寄与するために運営した。（5施設）
・年間利用者数　115,605人

Ａ
引き続き、利用者のニーズ
を反映した講座の開催等
で利用者増を図る。

継続
高齢・障害者
福祉課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

各種障害サービス
の窓口業務

ケースワーカー等による相談、指導を実施した。
（緑高齢・障害者相談課）
・身体知的福祉相談6,325件（緑）
・身体知的福祉相談1,721件（城山・津久井・相模湖・藤野）
・精神保健福祉相談1,503件（緑）
・精神保健福祉相談945件（津久井）
（中央高齢・障害者相談課）
・身体知的福祉相談13,317件
・精神保健福祉相談3,757件
（南高齢・障害者相談課）
・身体知的福祉相談11,167件
・精神保健福祉相談3,980件

Ａ
相談体制の充実と情報提
供を行う

継続

緑高齢・障害
者相談課
中央高齢・障
害者相談課
南高齢・障害
者相談課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

口腔機能向上事業

①「シニアのための歯っぴー健口セミナー」
・3コース(1コース5回)開催：参加者　実人数4人/延人数19人
②「お口の健康教室」
　・実施回数：７回、参加者数：11５人

Ａ

①「シニアのための歯っ
ぴー健口セミナー」として
の開催は終了。既存事業
のなかで方法を見直し実
施予定。
②引き続き広く周知を行
い、利用を促す。

継続
高齢・障害者
支援課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

もの忘れ相談

区ごとに月1回、開催1回につき２名定員。医師による認知症につ
いての対応方法や医療などについての相談を実施した。
・開催回数　 24回
・相談者数　延べ37人

Ａ
今後も継続して実施してい
く。

継続

緑高齢・障害
者相談課
津久井高齢・
障害者相談
課
中央高齢・障
害者相談課
南高齢・障害
者相談課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

障害福祉相談員

市内の障害者及びその家族の実態を把握し、障害者の療育、生
活等の相談に応じ、必要な助言等を行うため、市内障害児者福
祉団体等から障害福祉相談員を設置した。
・障害福祉相談員　27人
・実践活動　437件
・相談助言　444件

Ａ

相談員は、障害福祉団体
等から推薦のあった身体
障害者又は、知的障害者、
精神障害者の当事者や保
護者であり、身近に相談で
きる存在となっている。相
談業務が円滑に遂行でき
るよう、相談を受けるうえ
で困ったことや解決が難し
い案件については適宜報
告いただくものとする。

継続
高齢・障害者
福祉課
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■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現

＜施策の基本方向２　誰もがいきいきと暮らせる環境づくり＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

11

高齢者や
障害のあ
る人が安
心して暮
らせる環
境の整備

地域リハビリ相談
事業

65歳以上の者で運動、口腔、栄養等に課題がある者に対して、生
活機能の維持、向上に向けて相談・助言をした。
・来所　 54回／延べ54人
・訪問　209回／延べ209人

Ａ

引き続き地域包括支援セ
ンターと連携し、運動、口
腔、栄養等に課題がある者
に生活機能の維持・向上に
向けて専門職を派遣し、相
談・助言をしていく。
また、民間リハビリ職の活
用を進める。（一般介護予
防事業）

継続
高齢・障害者
支援課

12

高齢者や
障害のあ
る人の社
会参加の
促進

障害者スポーツ講
座、障害者ふれあ
い文化講座

事業実施に当たり、新型コロナウイルス感染症拡大防止のために
実施すべき事項を定めた要項に基づき、感染症対策を行うととも
に、一部講座については、ＺＯＯＭによるオンライン参加と対面参
加の同時開催を行う等の工夫をし、各講座を実施した。
・障害者スポーツ講座　19回
・障害者ふれあい文化講座　4回

Ａ

引き続き、障害者の社会参
加を促進するために学習
機会や情報提供の充実に
努める。

継続
高齢・障害者
福祉課

12

高齢者や
障害のあ
る人の社
会参加の
促進

社会参加促進事業

精神障害者の社会参加促進のため、講座や研修を行った。
・地域共生社会活動：精神障害当事者の障害理解に向けた一言
メッセージの展示や会議での周知をした。また、周知のためにリー
フレットを作成し配布した。
・リカバリー講座：2回
・ＷＲＡＰ出前講座：3回
・ピアサポーターフォローアップ研修：1回

Ａ

引き続き市民に対する精
神保健福祉の普及啓発を
精神障害当事者とともに
実施することで、精神障害
者が社会参加の機会が得
られ、地域で自分らしく暮
らしていけるように取り組
む。

継続

精神保健福
祉センター
緑高齢・障害
者相談課
津久井高齢・
障害者相談
課
中央高齢・障
害者相談課
南高齢・障害
者相談課

12

高齢者や
障害のあ
る人の社
会参加の
促進

相模原市精神障害
者地域交流事業

高次脳機能障害をテーマに講演会を実施した。対面形式を予定
していたが新型コロナウイルス感染症増加により、オンライン形式
へ変更し当事者や家族、障害福祉サービス事業所の職員等が参
加し、高次脳機能障害について理解を深めた。
・参加者　４８人

Ａ

高次脳機能障害に関する
講演会、ネットワーク協議
会を通し、普及啓発を行っ
ていく。

継続
高齢・障害者
福祉課

12

高齢者や
障害のあ
る人の社
会参加の
促進

メンタルヘルス市
民講座

「コロナで疲れたあなたへ」リーフレットのリニューアルを行った。
また、精神科医師が講師の普及啓発用の動画を市民に公開し
た。

Ａ

新型コロナウイルス感染症
の感染拡大状況を注視し
ながら、講座の実施形態や
テーマ等を検討していく。

継続

緑高齢・障害
者相談課
津久井高齢・
障害者相談
課
中央高齢・障
害者相談課
南高齢・障害
者相談課
精神保健福
祉センター

12

高齢者や
障害のあ
る人の社
会参加の
促進

老人クラブによる
地域貢献やスポー
ツ・レクリエーショ
ン活動

事業内容等（開催時間や回数）を変更し、新型コロナウイルス感染
防止対策を行いながら、社会奉仕の日統一活動、友愛活動、及び
各種スポーツ・レクリエーション事業等を実施した。
・会員数　9,699人

Ａ

引き続き、若年会員の加入
促進運動の推進、組織活
性化のための充実強化を
支援する。

継続
高齢・障害者
福祉課

12

高齢者や
障害のあ
る人の社
会参加の
促進

高齢者地域活動支
援事業

地域活動に参加する意欲を高める内容の講演会を行い、その後
に、市内で活動している地域活動団体が出展する相談会(団体紹
介や入会案内等)を行う2部構成で事業実施し、地域で活動など
を行う団体と地域活動に参加意欲のある方をマッチングする機会
を提供した。
 令和4年度　「50代から始める地域活動マッチング相談会」実績
・講演会
　参加者数：81名(申込者75名、団体出展者22名、欠席者16)
※定員100名
・相談会
　参加者数：30名　※定員なし

Ａ

令和５年度は、令和４年度
の開催実績を踏まえ、地域
活動につながるより効果的
な事業内容を検討する。令
和５年度下半期にイベント
実施予定。

継続
高齢・障害者
福祉課

12

高齢者や
障害のあ
る人の社
会参加の
促進

シニアWebサイト
の管理

「いきいきシニア応援サイト」の更新を行い、地域活動等に関する
情報発信を行った。

Ａ
今後も必要に応じ更新を
行い、地域活動等に関する
情報発信を行う。

継続
高齢・障害者
福祉課

12

高齢者や
障害のあ
る人の社
会参加の
促進

市民大学（あじさ
い大学コース）

令和4年度から「あじさい大学（高齢者大学）」は「市民大学」へ統
合した。「あじさい大学（高齢者大学）」の目的であった高齢者の
仲間づくりと生涯の生きがいづくりを継続し、「あじさい大学コー
ス」として健康・介護予防の知識の普及啓発、社会活動を行うきっ
かけづくり、講座で得た知識や技術を地域に還元できるような人
材の育成を目的とした講座を開催した。
令和4年度　あじさい大学コース講座実績
　・前期：5講座　　受講者数：176人(定員：200人)
　・後期：5講座　　受講者数：108人(定員：150人)

Ａ

原則として３年ごとに、それ
までの事業実績の検証を
行うこととしており、見直し
方法について検討する必
要がある。
健康・介護予防、生涯ス
ポーツを中心に、様々な講
座を開講し、仲間づくりや
生きがいづくりを図る。

継続
高齢・障害者
福祉課
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■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現
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　施策８　市民の多文化理解の促進と外国人市民が暮らしやすい環境づくり

13

多文化理
解・国際
交流の促
進

英語多読コーナー
の充実

利用の多い初級・中級の資料を中心に、英語多読向けの資料を
収集した。
・冊数　16冊

Ａ

為替による単価変動によっ
て購入冊数に影響が生じ
やすい点を懸念している
が、引き続き予算を割当
て、資料の収集に取り組
む。

継続
相模大野図
書館

14

外国人市
民が安心
して暮ら
せる環境
の整備

情報提供の推進
フェイスブックで外国語の情報発信を行ったほか、さがみはら国
際交流ラウンジホームページで生活情報や行政情報、緊急時に必
要な情報などを多言語でお知らせした。

Ａ
ホームページやフェイス
ブック以外にも多様なツー
ルにより情報提供を図る。

継続
さがみはら国
際交流ラウン
ジ

14

外国人市
民が安心
して暮ら
せる環境
の整備

市民活動団体と連
携した事業

さがみはら国際交流ラウンジにおいて、ボランティア及び行政書士
による相談会を実施した。
【ボランティア相談会】
・実施日：毎週火曜と金曜の午後1時から4時、第2第4土曜日の
午後1時から4時
・相談件数：217件
【行政書士相談会】
・実施日：毎月第2土曜日午後
・相談件数：25件
【通訳・翻訳ボランティア派遣】
・通訳ボランティア：103件
・翻訳ボランティア：45件

Ａ
相談ボランティアの人材確
保や相談に関わる各機関
との連携を図る。

継続
さがみはら国
際交流ラウン
ジ

さがみはら国
際交流ラウン

ジ

さがみはら国際交流ラウンジにおいて、国際交流や国際理解を深
めるイベントや講座などを、オンラインも活用しながら実施した。
【国際理解講座】
「紛争地から伝えたいこと」をテーマにオンライン講座を実施
・実施日：8月6日
・参加人数：23人
【世界のひろば】
外国人が自国の文化や歴史を紹介する交流会をオンライン及び
対面で実施
・実施月：4月・6月・10月・12月・2月
・参加人数：延べ169人
【国際理解推進活動への外国人ボランティアの派遣】
公民館や学校等の依頼に基づき外国人ボランティア講師を派遣
・派遣件数：4件（高等学校・小学校・公民館）
・参加人数：延べ173人
【外国語講座】
外国語の入門講座をオンライン及び対面で実施
ベトナム語
・実施日：7月16日・23日・30日・8月6日
・延べ61人
中国語
・実施日：10月9日・23日・29日・11月5日
・延べ59人

市内の大学や企業、団体
などと連携し、イベントや講
座への参加促進を図る。

継続Ａ

多文化理
解・国際
交流の促
進

13
市民活動団体と連
携した事業
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■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現

＜施策の基本方向２　誰もがいきいきと暮らせる環境づくり＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

14

外国人市
民が安心
して暮ら
せる環境
の整備

外国語版子育てガ
イドの発行

8言語(英・中国・ポルトガル・タガログ・ベトナム・韓国・スペイン・
クメール語)を外国人登録等の窓口に配架するほか、母子健康手
帳交付時等に配布した。

Ａ
電子媒体の活用状況も確
認しながら、引き続き実施
する。

継続 こども家庭課

14

外国人市
民が安心
して暮ら
せる環境
の整備

市民活動団体と連
携した事業

外国人市民の防災意識向上のため、防災関連事業を実施した。
また、外国人に日本語を無料で教える日本語教室の支援（会場確
保やボランティアの資質向上のための研修会の実施など）を行う
ことにより学習機会の充実を図った。
【防災訓練】
・開催日：9月4日
・参加人数：20人
【日本語ボランティア養成講座】
・実施日：9月6日から11月8日までの毎週火曜日
・参加人数：延べ120人

Ａ
ホームページやフェイス
ブックなどを活用し、学習
機会の周知を図る。

継続
さがみはら国
際交流ラウン
ジ

14

外国人市
民が安心
して暮ら
せる環境
の整備

多文化共生に向け
た環境整備に関す
る事業

日本語ボランティア団体が対応しにくい日本語最初級者を対象
に、日本で暮らすうえで最低限必要な日本語を身に付けるための
講座を実施した。
【日本語初級講座】
・実施回数20回
・参加人数：延べ157人

Ａ
ホームページやフェイス
ブックなどを活用し、学習
機会の周知を図る。

拡充
さがみはら国
際交流ラウン
ジ

15

外国につ
ながる子
どもへの
学習支援

ALT派遣事業
61人のALTを市内の中学校・小学校に配置し、授業やその他の
活動を通して、国際理解を深めた。

Ａ
今後も継続して、ALTの
派遣を行う。

継続 学校教育課

15

外国につ
ながる子
どもへの
学習支援

日本語巡回指導講
師、日本語指導等
協力者の派遣

〔派遣回数〕
日本語巡回指導講師　3640回
日本語指導等協力者　  793回

Ａ 今後も継続していく。 継続 学校教育課

より多くの在留外国人に利
用いただけるよう更なる効
果的な事業周知が課題だ
と考えており、今後も引き
続き事業周知の広報媒体
や手法についての検討を
進める。

継続 14,56 区政推進課Ａ

各区役所市民相談室において在留外国人に対する多言語での相
談対応を実施した。また、中央区役所市民相談室にて出入国管
理局横浜支局職員による「在留手続相談」を実施した。
【中央区役所市民相談室】
・英語（月曜日）／フィリピン語（火曜日）／中国語（水曜日）／ベト
ナム語（木曜日）／スペイン語（金曜日）／ポルトガル語（金曜日）
・ 相談者数：596人　相談内容別件数：876件（法律相談及び在
留手続相談含む）
【緑区役所市民相談室】
 ・相談者数：0人　　相談内容別件数： 0件
【南区役所市民相談室】
・相談者数：7人　　相談内容別件数：7件

「外国人相談」、
「外国人法律相談」
及び「在留手続相
談」の実施

外国人市
民が安心
して暮ら
せる環境
の整備

14
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■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現

＜施策の基本方向２　誰もがいきいきと暮らせる環境づくり＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

　施策９　性的少数者への理解促進と支援に向けた取組の推進

16

性自認や
性的指向
に関する
理解の促
進

パートナーシップ
宣誓制度

令和2年4月より導入しているパートナーシップ宣誓制度におい
て、互いが人生のパートナーであることを宣誓した性的少数者の
方とそのパートナーの方に対し、パートナーシップ宣誓書受領証
等を交付した。
また、都市間連携については、令和2年12月から開始している川
崎市に続き、令和５年３月から横浜市と開始し、宣誓制度に関す
る転出・転入時の手続を簡略化した。
・宣誓件数　36件（令和4年度末時点）
・申告件数（都市間連携件数）　1件

Ａ

今後も制度の周知拡大を
図り、性的少数者の方の自
分らしい生き方を後押しす
るとともに、性の多様性に
関する社会的な理解を促
進する。

継続
人権・男女共
同参画課

16

性自認や
性的指向
に関する
理解の促
進

性の多様性啓発
リーフレットの配布

性の多様性の在り方について市民へ周知するため、啓発リーフ
レットを配布し、当該リーフレットを広く公開した。

Ａ

引き続き、当該リーフレット
による周知・啓発を実施す
る他、令和2年8月に策定
した「性の多様性を知り、
適切な対応をするための
相模原市職員ガイドライ
ン」に基づき、市職員等に
対し、性の多様性に関する
理解を促進するとともに、
状況に応じた適切な対応
を行うよう促す。

継続
人権・男女共
同参画課

16

性自認や
性的指向
に関する
理解の促
進

性の多様性の理解
促進に係る講演
会・講座

当事者等を招き、性の多様性に関する講演会を開催した。
・開催数　1本
・参加者数　84人

Ａ

引き続き、講演会等の開催
を通じて、性の多様性に関
する社会的な理解を促進
する。

継続
人権・男女共
同参画課

16

性自認や
性的指向
に関する
理解の促
進

家庭向け性教育読
本の発行

家庭用性教育読本「さわやか」を小学校及び義務教育学校4年生
保護者に配布し、ダイジェスト版については、全学年の保護者が
閲覧できるように教育センターホームページに掲載した。

Ａ
今後はホームページのみ
の掲載とし、配布を終了と
する。

見直し 16,31 教育センター

17

性的少数
者への支
援体制の
充実

LGBTsクローズド
ミーティング

性的少数者の方やその家族が、安心して自分を語ることのできる
交流会を開催した。
・開催回数　5回
・参加者数　28人

Ａ

引き続き、LGBTsクロー
ズドミーティングを開催し、
性的少数者の方やその家
族の方が、安心して話がで
きる環境づくりを行う。

継続
人権・男女共
同参画課
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■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現

＜施策の基本方向３　生涯を通じた健康保持増進への支援＞

No.

　施策１０　生涯を通じた健康づくりの支援

18

ライフス
テージに
応じた保
健事業の
充実

男女共同参画によ
る健康支援事業

男女がともに心と体の健康を、日常生活の中で維持、増進できる
ように知識や技術を習得する学習機会を提供した。
・3本
・参加者数　44人

Ａ
今後も生涯を通じた健康
保持を支援する事業を継
続する。

継続
人権・男女共
同参画課

18

ライフス
テージに
応じた保
健事業の
充実

歯と口腔の健康づ
くり

成人歯科健診、口腔がん検診、歯科健康相談等を実施した。
また、普及啓発事業として、市歯科医師会との連携により「高齢者
のよい歯のコンクール」「大学生向け歯科保健指導」等を実施した
ほか、歯と口腔の健康週間等における庁舎への啓発パネルの展示
等を実施した。
【成人歯科健診】受診者：3,025人
【口腔がん検診】受診者：216人

Ａ

口腔がん検診：予防のため
の自己チェックや定期的な
かかりつけ歯科医への受
診を促せるよう取組みを
行っていく。

継続 健康増進課

18

ライフス
テージに
応じた保
健事業の
充実

女性の健康教室
・女性の健康教室
　実施回数：1回　参加者数：12名

Ａ

女性の心と身体の変化を
理解し、対処を学ぶ場とし
て成果があるため、継続し
て実施する。

継続
中央保健セン
ター

18

ライフス
テージに
応じた保
健事業の
充実

生活習慣病予防教
室
病態別健康教育
成人栄養相談

・生活習慣病予防教室
　実施回数（全市）：12回　参加者数（全市）：82名
・病態別健康教育
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止
・成人栄養相談
　実施回数（全市）：72回　相談者数（全市）113名

Ａ

健康寿命延伸のため、生
活習慣病予防は重要であ
ることから、継続して実施
する。
※病態別健康教育につい
ては令和5年度から再開
予定。

継続
中央保健セン
ター

18

ライフス
テージに
応じた保
健事業の
充実

骨粗しょう症予防
事業

・通常開催
　実施回数（全市）：9回　参加者数（全市）：315名
　※新型コロナウイルス感染拡大防止のため2回中止
・オンライン併用開催
　実施回数（全市）：1回　参加者数（全市）：40名

Ａ

健康寿命延伸のため、生
活習慣病予防は重要であ
ることから、継続して実施
する。

継続
中央保健セン
ター

ライフス
テージに
応じた保
健事業の
充実

18 健康増進課拡充

課題
・参加者1万人の目標を達
成できていない。
・全体の参加者に占める
20～30代の割合が低く、
参加を促す仕組みが必要
である。
今後の取組
・5人以上の団体で平均歩
数を競うグループ部門を
新設し、20～30代を含め
た働き世代の参加を増や
していく。

Ａ

身近で気軽な健康づくり活動の習慣化を図るため、ウォーキング
などの健康づくりに取り組んだ市民等に対して抽選で景品を贈る
「健活！チャレンジ」を実施した。
・合計参加者数（延べ）　6,602人
・アプリコース参加者数（延べ）　5,559人
・レポートコース参加者数（延べ）　1,043人

健活！チャレンジ

令和4年度においても、新
型コロナウイルス感染症の
影響により、中止を余儀な
くされた事業が一部あった
が、今後はコロナ禍以前の
ように、様々な場面で着実
な事業の展開を図ってい
く。イベントの実施に当たっ
ては、効果的な場所の選定
や他のイベントと合同で実
施するなど、運用方法につ
いて検討していく。

継続 健康増進課
市民が主体となっ
た健康づくりの推
進

18

ライフス
テージに
応じた保
健事業の
充実

「健康づくり普及員連絡会」「食生活改善推進団体わかな会」「さが
みはら市民健康づくり会議」等の市民団体と連携し、市民が主体と
なった健康づくりに関する様々な事業を実施したほか、地域で活
動する人材を育成した。
・わかな会への栄養改善事業実施委託（生活習慣病予防等）（実
施回数：36回／参加者数（延べ）：741人）
・健康づくり普及員連絡会への地域づくり普及事業委託　市内27
地区の各協議会で実施。（実施回数：269回／参加者数（延べ）：
11, 145 人）
・さがみはら市民健康づくり会議への健康づくり推進事業委託
ラジオ体操実施会場マップの作成、ねんりんピックかながわ2022
受託事業の実施、ラジオ体操・みんなの体操指導者養成講習会の
実施（参加者数：62人）、ラジオ体操・みんなの体操講習会の実施
（参加者数：79人）、健活！さがみはら 健康フェスタ2022の実施
(参加者数：約880人）

Ａ

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課
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■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現

＜施策の基本方向３　生涯を通じた健康保持増進への支援＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

18

ライフス
テージに
応じた保
健事業の
充実

生活習慣病予防運
動教室

・生活習慣病予防運動教室
　実施回数（全市）：34回　参加者数（全市）：延べ200名
・出張型生活習慣病予防運動教室
　開催なし

B

・運動習慣がない市民が増
加しているが、コロナ前に
比べて参加者数が減少し
ている。特に若年から壮年
期の参加が男女ともに少
なく、ターゲット層が参加し
やすい事業形態を検討す
る必要がある。

見直し
中央保健セン
ター

18

ライフス
テージに
応じた保
健事業の
充実

いきいき百歳体操

新規団体の立ち上げ支援及び住民主体の団体への継続支援を実
施した。
・登録団体数：294団体（新規30団体）
・参加者数：4,871人（前年度414人増）

Ａ
引き続き新規団体の拡充
に努める。

継続
高齢・障害者
支援課

19

スポーツ
活動等の
支援と充
実

多様なスポーツ教
室の充実

スポーツ・レクリエーション機会の充実を図るため、次の事業等を
実施した。
・わくわく親子水泳講座（総合水泳場　57組）
・親子バドミントン教室（ギオンアリーナ　10組）
・親子で運動遊び（北総合体育館　15人）

Ａ
利用者のニーズを踏まえ
たスポーツ・レクリエーショ
ン機会の充実を図る。

継続
スポーツ施設
課

19

スポーツ
活動等の
支援と充
実

総合型地域スポー
ツクラブの啓発事
業・懇談会等の開
催

懇談会及びPRイベントを実施した。
＜参加実績＞懇談会：５クラブ／PRイベント：10クラブ、319人

Ａ

各クラブの情報共有の場と
して懇談会を実施するほ
か、ＰＲ事業を通じて市民
へクラブの周知及び浸透を
図る。

継続
スポーツ推進
課

19

スポーツ
活動等の
支援と充
実

快適なスポーツ施
設の整備

ギオンアリーナの大体育室床修繕や相模原球場、北総合体育館、
総合水泳場のトイレ手洗器交換修繕など、安全で快適に利用でき
る施設となるよう整備を行った。

Ａ

スポーツ・レクリエーション
機会の充実のため、今後も
スポーツ施設及びレクリ
エーション施設の整備を進
める。

継続
スポーツ施設
課

19

スポーツ
活動等の
支援と充
実

スポーツ団体・選
手への支援

相模原市スポーツ大会出場奨励金を交付した。
・109件（498名）、約253万円

Ａ
健常者向けの奨励金とパ
ラアスリート向けの奨励金
の一本化を図る。

見直し
スポーツ推進
課

19

スポーツ
活動等の
支援と充
実

スポーツ推進委員
のニュースポーツ
指導・普及活動

スポーツレクリエーション講習会を開催した。（計２回、３０人程度
参加）

Ａ
広報誌やSNSなどの活用
により、参加者を増やす。

継続
スポーツ推進
課

19

スポーツ
活動等の
支援と充
実

さがみはらネット
ワークシステムにお
けるスポーツ情報
の連携・充実

システム利用の推進を行い、市民のスポーツ利用の機会の増加に
努めた。
・登録件数　12,749件

Ａ
団体管理の問題解消及び
無断キャンセルの減少など
利用マナーの向上を行う。

継続
スポーツ施設
課

・乳がん：ピンクライトアップ、子育て世代への乳がんグローブと
リーフレットの配布、横断幕・懸垂幕・のぼり旗設置、SNS・市内大
型ビジョン・広報紙での情報発信、施設ロビーでの展示
・子宮頸がん：横断幕・のぼり旗設置、市内大学へのリーフレット等
の配布、施設ロビーでの展示、はたちのつどいでのノベルティ・ポ
スター配架（3か所）

がん予防普及啓発18

ライフス
テージに
応じた保
健事業の
充実

拡充 健康増進課

・乳がん：乳がん検診無料
クーポン券通知に乳がんグ
ローブを同封し、ブレストア
ウェアネス（乳房を意識し
た生活）の推進や乳がん検
診の受診率向上につなげ
る。
・子宮頸がん：子宮頸がん
検診無料クーポン券通知
に新たに若い世代に向け
たリーフレットを同封。同
リーフレットについては、は
たちのつどいでも配布予
定。
・子育て世代に向けた啓発
として、乳幼児健診受診者
の保護者を対象に通年で
女性のがんについてのリー
フレットを配布。

Ａ
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■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現

＜施策の基本方向３　生涯を通じた健康保持増進への支援＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

　施策１１　妊娠・出産に関する健康支援

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

子育てガイドの発
行

子育て家庭の利便性の向上のため、母子の医療・健康に関する情
報、各種手当・助成制度などの子育て情報をまとめた「子育てガイ
ド」を発行した。
・25,000部発行

Ａ
電子媒体の活用状況も確
認しながら、引き続き実施
する。

継続 20,50 こども家庭課

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

ソレイユさがみ女
性相談事業

女性を取り巻く様々な問題について相談業務を行うとともに相談
内容に応じた情報提供を行った。
・相談件数　2,164件
（うち子育て問題32件　1.5％）

Ａ
今後も相談しやすい環境
づくりに努める。

継続 20,49
人権・男女共
同参画課

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

おやこひだまり相
談室

継続的にきめ細かな指導が必要な児童と保護者に対し、心理相談
員、保育士、保健師が相談を受け、児童の発達促進及び育児支援
を実施した。
・相談件数　250件

Ａ

心理職による個別的な育
児相談の場で、ニーズも高
く、今後も継続的な取組み
を行う。

継続 20,49

緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

こんにちは赤ちゃ
ん事業

児童虐待の早期発見・対応及び予防に結びつけることを目的に生
後４か月までの乳児がいる家庭を母子訪問相談員・保健師が訪問
し、心身の状況・養育環境等の把握や育児不安・悩み等に対する
助言及び子育て支援に関する情報の提供を実施した。
令和５年２月子育て応援事業の開始に伴い、子育て応援ギフトを
確実に申請してもらえるように案内している。
・訪問実績件数：4,006件

Ａ
引き続き全家庭へ訪問す
ることを目標に取り組みを
進める。

継続 20,49

緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

母子保健相談

妊娠・出産や育児等に関して保健師等が電話や所内面接により助
言指導を実施した。
・庁内相談件数　2,793件
・電話相談件数　1,290件
※城山・津久井・相模湖・藤野担当は、庁内育児相談のみ指定日
に行う。

Ａ
身近な相談場所として機
能しており、今後も相談事
業を実施する。

継続 20,49

緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

子どもとその家庭
についての相談

子どもやその家族の総合相談を行った。
相談件数
・児童虐待　　1,385人
・児童虐待以外　775人

Ａ

市民に身近な相談窓口とし
て、子どもやその家族の総合
相談を行い、児童虐待の相
談、通告を一義的に受ける役
割を担う。相談件数が若干減
少しているが、専門的な支援
を要することが増えている。職
員の資質の向上に向けた研修
の充実を図るとともに、市区町
村こども家庭総合支援拠点と
して、子ども虐待の発生防止
や早期発見、在宅支援の強化
担っていく。

継続 20,49

緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

児童に関する専門
的な相談・支援、児
童虐待への対応

児童に関する相談・支援、安全確認等を行った。
・育成相談　180件
・養護相談　50件
・障害相談　1,200件
・保健相談　0件
・非行相談　35件
・虐待相談　1,785件

Ａ
引き続き、児童に関する相
談・支援、安全確認等に努
める。

継続 20,49
児童相談所
相談支援課

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

青少年教育相談の
実施

中央相談室・南相談室・城山相談室・相模湖相談室について、青
少年教育カウンセラーが相談者の来所および電話による教育相談
を実施した。「不登校」「登校渋り」に関する相談が最も多く、全体
の約64％となっている。
・相談件数　16,221件

Ａ

不登校等の未然防止や早
期対応を図れるようさらな
る相談体制の充実を図っ
ていく。

継続 20,49
青少年相談セ
ンター

33 



■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現

＜施策の基本方向３　生涯を通じた健康保持増進への支援＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

ファミリー・サポー
ト・センター事業

「子育ての手助けを受けたい利用会員」と「子育ての手助けを行い
たい援助会員」を結びつけ、援助会員による子どもの預かりや送
迎などのサポートを行った。
（令和5年3月末現在）
・会員数　 　　3,346人
・利用会員　 　2,593人
・援助会員　　 　687人
・両方会員　　   　66人
・活動件数　     7,318件

Ａ
今後も継続してファミリー・
サポート・センター事業を
実施する。

継続 20,49 こども家庭課

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

妊婦健康診査

妊婦と胎児の健康管理及び経済的負担の軽減のため、医療機関
等で実施する妊婦健康診査に対し費用を助成した。
補助限度回数16回(合計90,000円)※10月より多胎妊婦に対し
て補助限度回数を19回に変更。（合計105,000円）
・受診者数　延52,589人

Ａ
今後も継続して妊婦健康
診査に対する費用助成を
実施する。

継続 こども家庭課

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

新生児聴覚検査

新生児等の聴覚障害を早期に発見し、適切な治療や支援を行うこ
とにより、音声言語発達等への影響を最小限に抑えられることか
ら、そのスクリーニング検査に必要な費用を助成した。
・検査件数　3,776件

Ａ

今後も継続して検査費用
に対する費用助成を実施
するとともに、未受検者へ
の勧奨を行っていく。

継続 こども家庭課

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

訪問指導（妊産婦）
妊娠届出や出生連絡票等により、必要な指導を保健師や母子訪
問相談員(保健師、助産師、看護師)が家庭訪問により実施した。
・訪問指導件数　4,222件（延）

Ａ

安心して育児ができるよ
う、保健師が家庭訪問を実
施。引き続き取組みを継続
する。

継続

緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター

20

妊娠・出
産・子育て
における
支援の充
実

母親・父親教室
妊娠・出産または育児に関する知識及び技術の指導を行った。（令
和３年４月から内容を一部変更して再開）
開催数38回　参加延人数908人

Ａ
母子健康手帳交付時など
に周知を行い、継続して実
施する。

継続

緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター

21
不妊・不
育に関す
る支援

特定不妊治療費助
成事業

令和４年４月１日から保険適用が開始した不妊治療について、保険
診療への円滑な移行を支援するため、経過措置として、令和４年
度中にかかった特定不妊治療（体外受精、顕微授精）に要する費
用の一部を助成し、経済的負担の軽減を図った。
・助成件数　396件

Ａ

令和４年４月１日より不妊
治療の保険適用が開始さ
れ、国の助成制度も令和４
年度いっぱいをもって助成
制度が終了したため。

廃止 こども家庭課

21
不妊・不
育に関す
る支援

ソレイユさがみ女
性相談事業

女性を取り巻く様々な問題について相談業務を行うとともに相談
内容に応じた情報提供を行った。
・相談件数　2,164件
（うちこころ・からだ713件　33.0％）

Ａ
今後も相談しやすい環境
づくりに努める。

継続
人権・男女共
同参画課

　施策１２　健康をおびやかす問題への対策の推進

22

HIV（エイ
ズ）及び性
感染症予
防対策の
推進

HIV（エイズ）等相
談事業

HIV（エイズ）等相談を実施した。
・電話・面接による随時相談　396件
・月2回検査　相談　376件

Ａ

匿名検査について、予約枠
を超える申込があり、検査
における市民の需要が高
いことから、今後予約枠の
拡大を図るとともに、受検
者の利便性等を考慮した
相談・検査を実施する。

拡充 疾病対策課

22

HIV（エイ
ズ）及び性
感染症予
防対策の
推進

HIV（エイズ）等無
料匿名検査の実施

月2回、HIV（エイズ）等無料匿名検査を実施した。
・HIV：　376件
・梅毒：　369件

Ａ

匿名検査について、予約枠
を超える申込があり、検査
における市民の需要が高
いことから、今後予約枠の
拡大を図るとともに、受検
者の利便性等を考慮した
相談・検査を実施する。

拡充 疾病対策課
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■基本方針Ⅱ　男女共同参画の視点に立った安心な暮らしの実現

＜施策の基本方向３　生涯を通じた健康保持増進への支援＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

22

HIV（エイ
ズ）及び性
感染症予
防対策の
推進

HIV（エイズ）等予
防講演会の開催

医療従事者等を対象に、性感染症についての講演会を実施した。
・開催回数　１回
・参加人数　67人（オンライン参加含）

A

今後においても、その時々
における最新トピックスを
テーマとした講演会を実施
する。

継続 疾病対策課

22

HIV（エイ
ズ）及び性
感染症予
防対策の
推進

HIV（エイズ）をは
じめとする性感染
症予防に関する講
座の開催

市内の中学生・高校生を対象に「青少年エイズ・性感染症予防講
演会」を実施した。
・開催回数　25回
・参加者数　3,573名（オンライン参加含）
思春期の子どもに多く接する教職員や養護教諭等を対象に、性感
染症に関する知識と支援方法を理解することを目的に、講演会を
実施した。
・開催回数　１回
・参加者数　37人

B

性感染症に対する偏見や
まん延を防ぐため、より適
切な講演会を実施できるよ
う、講演内容や実施回数等
の見直しを行い、生徒・学
生に対する講演会の充実
を図る。

見直し 疾病対策課

22

HIV（エイ
ズ）及び性
感染症予
防対策の
推進

啓発冊子等の配布
市内関係機関及び検査会場等でパンフレット等普及啓発物品を
配布した。

Ａ

性感染症に対する正しい
知識や対処方法について、
継続的な普及啓発活動を
行う。

継続 疾病対策課

23

健康をお
びやかす
問題に関
する教育・
啓発の充
実

薬物乱用防止に関
する街頭啓発活動

新型コロナウイルス感染症の影響により中止 Ｘ
今後も薬物乱用の状況に
対応した普及啓発活動を
継続的に行う。

継続 地域保健課

23

健康をお
びやかす
問題に関
する教育・
啓発の充
実

薬物乱用防止講習
会

新型コロナウイルス感染症の影響により中止 Ｘ
今後も薬物乱用の状況に
即した情報提供・普及啓発
活動を継続的に行う。

継続 地域保健課

23

健康をお
びやかす
問題に関
する教育・
啓発の充
実

薬物乱用防止連絡
会

関係行政機関及び団体が連携し、効果的な薬物乱用防止対策の
推進を図るため、連絡会を書面開催にて実施した。
・開催回数　年1回
・参加団体　34団体

Ａ
今後も薬物乱用の状況に
対応した情報提供の共有
化を継続的に行う。

継続 地域保健課

23

健康をお
びやかす
問題に関
する教育・
啓発の充
実

薬物乱用防止教室 神奈川県からの依頼なし C

神奈川県薬物対策推進本
部が作成した「薬物乱用防
止教育・啓発プログラム」に
基づき、神奈川県からの依
頼を受けて学校等におい
て開催される薬物乱用防
止教室に講師を派遣する。

継続 地域保健課

23

健康をお
びやかす
問題に関
する教育・
啓発の充
実

個別健康教育（禁
煙）

・個別の健康教育（喫煙）：禁煙チャレンジコース
　支援対象者（全市）：11名
　（うち禁煙成功 3名、中断 6名、次年度支援継続 2名）

Ａ

・禁煙チャレンジコースは、
新型コロナウイルス感染症
の影響もあり参加者数が
低迷していたが、今年度は
対象者および禁煙参加者
が増加した。禁煙外来の普
及など禁煙の選択肢が広
がっているため、喫煙者の
喫煙行動につながる情報
提供も併せて啓発してい
く。

継続
中央保健セン
ター

23

健康をお
びやかす
問題に関
する教育・
啓発の充
実

たばこに関する正
しい知識や禁煙に
関する普及啓発、
受動喫煙防止のた
めの取組

・普及啓発（横断幕設置、施設ロビーでの展示、各機関へのポス
ター配布、SNS情報発信、広報誌への掲載）
・未成年者への防煙教育及び喫煙・受動喫煙防止の普及啓発
　実施校：2校、参加者数：248名

Ａ

　喫煙者の禁煙支援や未
成年者への喫煙防止教育
については、継続して実施
する必要がある。
　また、受動喫煙防止対策
については、引き続き事業
者への効果的な啓発方法
等を検討する必要がある。
家庭内の受動喫煙の機会
を減らすため、乳幼児健診
等で啓発の機会を設けて
いく。

継続

健康増進課
中央保健セン
ター
緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター
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■基本方針Ⅲ　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

＜施策の基本方向４　男女共同参画の視点に立った社会慣行の見直しと意識の改革＞

No.

　施策１３　男女共同参画の意識形成に向けた広報・啓発の推進

24
男女共同
参画意識
の醸成

男女共同参画社会
を目指した意識啓
発事業

男女共同参画社会づくりの必要性に気づくことを目的にした講座
等を開催した。
・１１本
・参加者　６１９人

Ａ

男女共同参画社会実現の
ため、あらゆる機会を捉え
て固定的性別役割分担意
識の解消に向けた事業の
実施や、若年層への男女
共同参画意識の啓発に取
り組む。

継続
人権・男女共
同参画課

25
市職員の
意識向上
の促進

相模原市職員への
意識啓発

人権・男女共同参画職場推進員を設置し、それぞれの職場におい
て人権・男女共同参画を推進するための意識啓発を行った。

Ａ

人権尊重及び男女共同参
画を推進する意識を持ち、
市政のあらゆる分野にお
いて、その視点が浸透され
るよう、また、刊行物等をよ
り分かりやすく作成するた
めの一助として、相模原市
人権・男女共同参画職場
推進員手引きを全職員向
けとして見直しする予定。

見直し
人権・男女共
同参画課

　施策１４　多様な主体と連携した広報・啓発の推進

26

多様な主
体と連携
した広報・
啓発の推
進

さがみはら男女共
同参画推進員と連
携した情報誌「とも
に」の発行

男女共同参画についての認識を多くの市民に広めるために、さが
みはら男女共同参画推進員と連携し、啓発誌を発行した。
・年2回、各号7,000部
　第72号（10月）
　第73号（4月）

Ａ

各号ごとに時宜にかなう
テーマを設定するととも
に、身近で具体的な内容を
提供するなど、よりわかり
やすい紙面の充実に努め
る。

継続
人権・男女共
同参画課

26

多様な主
体と連携
した広報・
啓発の推
進

ソレイユさがみにお
ける共催事業の実
施

男女共同参画に関する事業を事業所や地域団体等と連携して実
施した。
・共催事業　20本
・参加者 　691人

Ａ

男女共同参画を一層推進
するために、企業、地域団
体、市民等の多様な主体と
連携しながら、今後も事業
を展開する。

継続
人権・男女共
同参画課

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課
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■基本方針Ⅲ　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

＜施策の基本方向５　教育・学習の場における男女の人権尊重と男女平等の推進＞

No.

　施策１５　教育・学習による男女平等の推進

27

学校教育
における
男女平等
教育の充
実

小中学校等向け啓
発事業

市内の公立小中学校へ出向いて、講義や児童生徒との対話を行
うなど、子どもの頃から男女共同参画への理解を深める事業を実
施した。
・5校
・260人

Ａ

子どもたちが個性と能力を
発揮できる大人に育つよ
う、今後も引き続き子ども
の頃から男女共同参画へ
の理解を深める取組を実
施する。

継続
人権・男女共
同参画課

27

学校教育
における
男女平等
教育の充
実

男女共同参画啓発
冊子「こんな子いる
よね」発行

男女平等教育の推進のための啓発冊子を作成し、市内の公立小
学校・義務教育学校の5年生約5,400人に配布した。

Ａ
今後も教育委員会と連携
しながら事業を継続して実
施する。

継続
人権・男女共
同参画課

27

学校教育
における
男女平等
教育の充
実

児童・生徒に対す
る男女平等教育に
関する取組

学校教育全般での男女平等教育を推進した。 Ａ 今後も継続していく。 継続 学校教育課

27

学校教育
における
男女平等
教育の充
実

人権・福祉教育推
進校における研究
の推進

人権・福祉教育推進校において研究を推進した。
（令和4年）
旭中学校／橋本小学校／宮上小学校／旭小学校

Ａ

令和５年度より２年間、弥
栄中学校区の３校で研究
を行う。（弥栄中学校、弥
栄小学校、並木小学校）

継続 学校教育課

27

学校教育
における
男女平等
教育の充
実

中学校の技術・家
庭における男女共
修の推進

全中学校及び義務教育学校後期課程において男女共修の授業を
実施した。

Ａ
今後も日常的に男女共修
で授業を実施する。

継続 教育センター

27

学校教育
における
男女平等
教育の充
実

中学校の保健体育
における男女共修
の推進

全ての中学校及び義務教育学校後期課程において男女共修の授
業を実施した。

Ａ
今後も日常的に男女共修
で授業を実施する。

継続 教育センター

27

学校教育
における
男女平等
教育の充
実

男女混合名簿（性
差によらない名簿）
の推進

全校で、男女混合名簿（性差によらない名簿）づくりを行った。 Ａ 今後も継続していく。 継続 学校教育課

28

教育関係
者への研
修・啓発
の充実

人権・福祉教育研
修の実施

人権・福祉教育担当者研修講座を実施した。
「子どもの人権を守る」
・実施日：令和5年1月24日（火）　参加者：112人　オンライン研修
「子どもの人権」という視点に立って教育活動を振り返り、一人一
人を大切な存在として認め、尊重することの大切さについて理解
を深めた。多くの受講者の人権感覚を磨く機会となった。

Ａ
今後も多様な視点で人権・
福祉教育研修を推進して
いく必要がある。

拡充 教育センター

28

教育関係
者への研
修・啓発
の充実

人権・福祉教育担
当者会や各校にお
ける人権教育研修

・人権教育研修を実施した（指導主事等による学校での研修実施
のべ54校）。
・人権・福祉教育担当者会の実施（年2回実施）

Ａ 今後も継続していく。 継続 学校教育課

　施策１６　多様な選択を可能にする教育･学習機会の充実

29
キャリア教
育の充実

さがみはら中学生
職場体験支援事業

感染状況を踏まえ、各学校において可能な範囲・可能な方法での
職場体験を実施した。（事業所等での職場体験の実施が難しい場
合も、出前授業リスト等を活用し、各学校において積極的に代替
活動に取り組んだ。）

Ａ 今後も継続していく。 継続 学校教育課

29
キャリア教
育の充実

教育活動や授業改
善に対する学校へ
の指導・助言

教育活動全般を通してキャリア教育の充実に努めるよう、小中一
貫の日、校内研修や研究会で助言した。

Ａ 今後も継続していく。 継続 学校教育課

30
多様な学
習機会の
提供

公民館における各
種講座等の実施

公民館において男性も対象とした子育て事業を実施した。
「子育て応援プログラム」「子育てに役立つコミュニケーション講
座」等。
・15公民館　79回

Ａ

公民館における事業は公
民館振興計画に基づき実
施しており、男女の学習機
会提供に継続して取り組
む。

拡充 生涯学習課

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課
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■基本方針Ⅲ　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

＜施策の基本方向５　教育・学習の場における男女の人権尊重と男女平等の推進＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

30
多様な学
習機会の
提供

地域課題や生活課
題を捉えた公民館
における女性学級
の実施

公民館において女性学級を実施した。
・7学級　55回
・延べ　625人参加

Ａ

公民館における事業は公
民館振興計画に基づき実
施しており、男女の学習機
会提供に継続して取り組
む。

継続 生涯学習課

30
多様な学
習機会の
提供

相模原市地域婦人
団体連絡協議会の
支援

会の円滑な運営のもと、計画した事業実施ができるよう、補助金、
委託料による支援及び会議への出席、助言等による支援を行っ
た。

Ａ
引き続き、会の運営が、よ
り自主的・主体的に行われ
るよう支援する。

継続 生涯学習課

　施策１７　性の理解・尊重のための教育・啓発の推進

31

学校、家
庭等にお
ける性教
育の充実

教育活動や授業改
善に対する学校へ
の指導・助言

体育科、保健体育科や特別活動における性に関する指導の実施と
支援を行った。また、「性に関する指導の手引き」（実践編）を周知
した。教育研究員研究において、「性に関する指導の研究」を研究
テーマとし、手引きの改訂についても着手している。

Ａ

新学習指導要領の実施に
伴い、その趣旨に沿った内
容の見直し作業を研究員
のテーマとして行ってい
る。令和5年度末を目途に
改訂予定である。

継続 教育センター

31

学校、家
庭等にお
ける性教
育の充実

家庭向け性教育読
本の発行

家庭用性教育読本「さわやか」を小学校及び義務教育学校4年生
保護者に配布し、ダイジェスト版については、全学年の保護者が閲
覧できるように教育センターホームページに掲載した。

Ａ
今後はホームページのみ
の掲載とし、配布を終了と
する。

見直し 16,31 教育センター

32

思春期に
おける性
教育及び
相談体制
の充実

思春期相談等事業

心身ともに著しく成長する思春期の悩みや不安等に関する相談に
保健師等が助言、指導を実施した。また、中高生が生命の大切さ
を再確認するとともに自己肯定感を育てる教育事業を開催した。
・思春期保健相談件数　124件
・思春期出前講座　実施回数15回／参加者数　2,204人
※「赤ちゃんとふれあい体験教室」は、新型コロナ感染症拡大防止
のため休止。

Ａ
継続して思春期相談等事
業に取り組む。

継続

緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター

32

思春期に
おける性
教育及び
相談体制
の充実

ヤングテレホン相
談

青少年の抱えている悩みや不安等について、青少年本人や保護
者からの電話や、Ｅメール相談を実施した。全体的に昨年度よりや
や増加している。
・相談件数　239件

Ａ

的確な電話相談や迅速な
メール相談対応を心がけ、
相談者のニーズに合わせ
た相談活動の推進を図る。

継続
青少年相談セ
ンター

　施策１８　若年層を対象とした性的ビジネス被害の防止に向けた啓発の推進

33

性的ビジ
ネス被害
の防止に
向けた啓
発の推進

市民への普及啓発
内閣府が作成したポスター及びリーフレットを市内の施設へ掲示、
配架した。

Ａ
関係機関と連携を図りな
がら今後も啓発を行う。

継続
人権・男女共
同参画課

38 



■基本方針Ⅲ　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

＜施策の基本方向５　教育・学習の場における男女の人権尊重と男女平等の推進＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

　施策１９　メディア・リテラシーの向上

34
メディア・
リテラシー
の向上

情報モラル｢相模
原」プランの推進

指導主事が学校を訪問するサポート研修、情報教育担当者を対
象とした情報モラル研修を実施し、情報モラル「相模原」プランの推
進を図った。
・まちかど講座　4回実施

Ａ
今後も、取組を推進してい
く。

継続 教育センター

34
メディア・
リテラシー
の向上

情報モラルハンド
ブックの改訂

市内研究会と連携し、令和5年度の改訂に向け、改訂作業を行っ
た。

Ａ

各学校が、情報セキュリ
ティモラルハンドブックに基
づいた取組を推進できるよ
う、周知を含め、支援して
いく。

拡充 教育センター

39 



■基本方針Ⅳ　働く場における女性の活躍推進【さがみはら女性活躍推進プラン】

＜施策の基本方向１　民間における女性のキャリア形成の支援＞

No.

　施策１　民間における女性のキャリア形成の支援

35

女性の活
躍に対す
る事業所
等の理解
促進
【No.4再
掲】

男女共同参画研修
等支援事業

市内の事業所等が開催する男女共同参画の推進に関する研修や
学習会等へ専門家を講師として派遣し、職場などにおける男女共
同参画の広がりや実践の拡大に向けた取り組みを進めた。
・実施回数　2回

Ａ
今後も事業の周知の拡大
を図り、事業所に向けた啓
発や情報提供を行う。

継続
4,5,3
5,36,

37

人権・男女共
同参画課

35

女性の活
躍に対す
る事業所
等の理解
促進
【No.4再
掲】

事業所等における
女性活躍の促進
（情報発信等）

事業所における女性活躍を促進するため、市ホームページにおい
て、女性活躍推進法に関する情報や、市内事業所等を対象とした
事業に関する情報の発信を行った。

Ａ

今後も事業所における女
性活躍が推進されるよう、
積極的な情報発信を行っ
ていく。

継続
4,35,

37
人権・男女共
同参画課

36

事業所等
における
女性の
キャリア形
成の支援
【No.5再
掲】

女性起業家支援事
業

起業に興味がある女性や起業後間もない女性起業家に対して、経
営に必要な知識を習得するためのセミナーを開催した。また、起業
について学べるだけでなく、女性起業家特有の悩みを気軽に安心
して相談できるように、ワークショップや交流会を開催した。
・セミナー（全6回）　18人
・ワークショップ＆交流会　1回　計20人

Ａ

本事業の実施期間中に起
業準備が整わなかった参
加者については、産業支援
機関との連携、出店場所の
相談に応じるなど、起業希
望者に寄り添った支援を進
めていく。

継続
5,36,

45

創業支援・企
業誘致推進
課

36

事業所等
における
女性の
キャリア形
成の支援
【No.5再
掲】

男女共同参画研修
等支援事業

市内の事業所等が開催する男女共同参画の推進に関する研修や
学習会等へ専門家を講師として派遣し、職場などにおける男女共
同参画の広がりや実践の拡大に向けた取り組みを進めた。
・実施回数　2回

Ａ
今後も事業の周知の拡大
を図り、事業所に向けた啓
発や情報提供を行う。

継続
4,5,3
5,36,

37

人権・男女共
同参画課

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課
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■基本方針Ⅳ　働く場における女性の活躍推進【さがみはら女性活躍推進プラン】

＜施策の基本方向２　男女がともに働きやすい環境づくり＞

No.

　施策２　雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保の促進

37

働く場に
おける男
女共同参
画への理
解促進

男女共同参画研修
等支援事業

市内の事業所等が開催する男女共同参画の推進に関する研修や
学習会等へ専門家を講師として派遣し、職場などにおける男女共
同参画の広がりや実践の拡大に向けた取り組みを進めた。
・実施回数　2回

Ａ
今後も事業の周知の拡大
を図り、事業所に向けた啓
発や情報提供を行う。

継続
4,5,3
5,36,

37

人権・男女共
同参画課

37

働く場に
おける男
女共同参
画への理
解促進

事業所等における
女性活躍の促進
（情報発信等）

事業所における女性活躍を促進するため、市ホームページにおい
て、女性活躍推進法に関する情報や、市内事業所等を対象とした
事業に関する情報の発信を行った。

Ａ

今後も事業所における女
性活躍が推進されるよう、
積極的な情報発信を行っ
ていく。

継続
4,35,

37
人権・男女共
同参画課

38
労働実態
調査の実
施

事業所調査の実施
市内事業所における男女共同参画に関する現状や意識・考え方
等を把握し、今後の男女共同参画施策を推進する基礎的資料と
するため、事業所調査を実施した。

Ａ

第3次さがみはら男女共同
参画プランの計画期間内
（令和２～９年度）に複数回
実施を予定しており、次回
は令和８年度に実施する。

継続
人権・男女共
同参画課

38
労働実態
調査の実
施

雇用促進対策基本
調査の実施

４年に１度の調査のため、実施せず。（次回調査は令和６年度） Z
今後も4年に1度の調査を
継続し、市内事業所や勤労
者の実態把握に努める。

継続
産業・雇用対
策課

39

事業所の
女性の活
躍推進等
に関する
取組の促
進

市の入札制度にお
ける優遇措置等の
調査・検討

平成28年度から評価型競争入札において、女性技術者の雇用状
況を評価項目として設定し、平成29年度からは総合評価方式に
おいて、次世代法及び女性活躍推進法の一般事業主行動計画策
定事業者を評価項目として設定した。

Ａ
実施状況等を踏まえ、引き
続き調査・検討を進める。

継続 契約課

39

事業所の
女性の活
躍推進等
に関する
取組の促
進

市の入札参加資格
審査における男女
共同参画の取組状
況を基にした加点
制度の調査・検討

平成29・30年度の入札参加登録から、工事の主観点数項目「男
女共同参画の取組状況」について、女性活躍推進法の一般事業
主行動計画策定事業者を評価項目として追加した。

Ａ
実施状況等を踏まえ、引き
続き調査・検討を進める。

継続 契約課

39

事業所の
女性の活
躍推進等
に関する
取組の促
進

さがみはら産業集
積促進方策（ＳＴＥ
Ｐ５０）に基づく雇
用奨励金交付措置

進出企業の市内立地に係り、新規の正規雇用（女性２名）を見込
んだ事業計画書を認定した。

Ａ
引き続き製造業における女
性の活躍を支援する。

継続
創業支援・企
業誘致推進
課

40

関係団体
等との連
携による
女性の活
躍推進

女性活躍推進に関
する取組係情報交
換会への参加

神奈川県、県内3政令市、神奈川労働局、一般社団法人神奈川県
経営者協会の間で、女性の活躍推進に関する取組や課題に関す
る情報交換を行った。
・開催回数　1回（主催は神奈川県）

Ａ
引き続き、情報交換を行
い、市の女性活躍関連施
策を推進する。

継続
人権・男女共
同参画課

41
相談支援
体制の充
実

労働相談の実施

労使関係、賃金、労働時間等の労働条件、解雇問題などについ
て、労働相談を実施した。
・中央区役所市民相談室
・毎週木曜日
・相談件数　100件

Ａ
今後も労働問題に関する
相談事業を継続的に行う。

継続 区政推進課

41
相談支援
体制の充
実

ソレイユさがみ女
性相談事業

女性を取り巻く様々な問題について相談業務を行うとともに相談
内容に応じた情報提供を行った。
・相談件数　2,164件
（うち職業問題　204件　9.4％）

Ａ
今後も相談しやすい環境
づくりに努める。

継続
人権・男女共
同参画課

41
相談支援
体制の充
実

労働に関する相談
先をホームページ
等で情報提供

市民相談室や労働基準監督署で開設している労働に関する相談
の窓口案内について、市ホームページにて情報提供を行った。

Ａ
今後も労働に関する情報
提供を継続して実施する。

継続
産業・雇用対
策課

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

41



■基本方針Ⅳ　働く場における女性の活躍推進【さがみはら女性活躍推進プラン】

＜施策の基本方向２　男女がともに働きやすい環境づくり＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

　施策３　職場におけるハラスメント防止のための啓発

42

職場にお
けるハラ
スメント防
止のため
の啓発の
推進

啓発及び情報発信 パンフレット等を活用し、意識啓発を図った。 Ａ
今後も事業所に向けた啓
発や情報提供を行う。

継続
人権・男女共
同参画課

　施策４　多様な働き方への支援

43

就業・再
就職支援
のための
講座等の
開催

女性の就業等支援
講座

女性の就業や再就職、キャリアアップのため、技能や知識の習得
に繋がる講座を開催した。
・講座数　５本
・女性参加者数　１１１人

Ａ

女性がさまざまな分野でよ
り一層活躍できるよう、今
後も多様な講座を開催す
る。

継続
人権・男女共
同参画課

43

就業・再
就職支援
のための
講座等の
開催

女性の活躍応援事
業

女性の活躍の場を拡大するため、子育てをはじめとしたライフス
テージに応じた就労支援を目的に講座を実施した。
・回数　15回
・参加者　267人

Ａ

今後も女性のライフステー
ジに応じた就労支援を目
的とした講座を継続して実
施する。

継続
産業・雇用対
策課

44

就業・再
就職を希
望する女
性への情
報提供・
相談体制
の充実

無料職業紹介事業
市就職支援センターにおいてキャリアカウンセリングを実施した。
・キャリアカウンセリング件数5,164件

Ａ

今後も市就職支援セン
ターにおいてキャリアカウ
ンセリングを継続して実施
するとともに、求職者支援
講座を継続して実施する。

継続
産業・雇用対
策課

44

就業・再
就職を希
望する女
性への情
報提供・
相談体制
の充実

さがみはら正社員
就職面接会

雇用の創出、促進に向けて予約制で面接会を開催した。
・求職者　20人
・就職者　5人

Ａ
正社員に限らず、幅広い雇
用形態の求人を集めて面
接会を実施する。

継続
産業・雇用対
策課

45
女性の起
業に向け
た支援

女性起業家支援事
業

起業に興味がある女性や起業後間もない女性起業家に対して、
経営に必要な知識を習得するためのセミナーを開催した。また、起
業について学べるだけでなく、女性起業家特有の悩みを気軽に安
心して相談できるように、ワークショップや交流会を開催した。
・セミナー（全6回）　18人
・ワークショップ＆交流会　1回　計20人

Ａ

本事業の実施期間中に起
業準備が整わなかった参
加者については、産業支援
機関との連携、出店場所の
相談に応じるなど、起業希
望者に寄り添った支援を進
めていく。

継続
5,36,

45

創業支援・企
業誘致推進
課

45
女性の起
業に向け
た支援

女性の創業支援

自らの特技や趣味を活かし起業を目指す女性を支援するため、ソ
レイユさがみ内に女性起業家の作品を展示するボックスを設置す
るとともに、販売会や販売促進に繋がる講座を開催した。
・販売会開催回数　13回
・来場者　1,971人
・講座参加者数　49人

Ａ
今後も販売会の実施等に
より、女性の起業支援を行
う。

継続
人権・男女共
同参画課

42



■基本方針Ⅳ　働く場における女性の活躍推進【さがみはら女性活躍推進プラン】

＜施策の基本方向３　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進＞

No.

　施策５　男女がともに仕事と生活を両立できる環境づくり

46

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの実
現に向け
た取組の
促進

啓発及び情報提供
ワーク・ライフ・バランスに配慮した社会環境づくりのために、パンフ
レット等を活用し、意識啓発を図った。

Ａ 今後も意識啓発に努める。 継続
産業・雇用対
策課

46

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの実
現に向け
た取組の
促進

相模原市勤労者福
祉サービスセン
ター（あじさいメイ
ツ）事業への支援

意識啓発のため、会報に健康やワーク・ライフ・バランスに関するパ
ンフレットを同封するなどの広告宣伝事業を支援した。

Ａ
今後も広告宣伝事業への
支援を行う。

継続
産業・雇用対
策課

46

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの実
現に向け
た取組の
促進

仕事と家庭両立支
援推進企業表彰事
業

働きながら安心して育児や介護ができる地域社会を目指して、仕
事と家庭との両立支援を行うため、成果を上げている企業を表彰
した。
受賞企業　3社

Ａ

今後も仕事と家庭との両
立に成果をあげている企
業を表彰を継続して実施
する。

継続
産業・雇用対
策課

46

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの実
現に向け
た取組の
促進

四県市共催による
ワーク・ライフ・バラ
ンス関連事業

県内のワーク・ライフ・バランスの普及啓発に向け、四県市で講演
会（シンポジウム）の開催を検討したが、新型コロナウイルス感染症
の影響により開催を見送った。

Ｘ
今後も四県市共催で講演
会等を実施する。

継続

人権・男女共
同参画課
産業・雇用対
策課
こども・若者
政策課

46

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの実
現に向け
た取組の
促進

ワーク・ライフ・バラ
ンス促進講座等

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた啓発講座等を開催した。
・開催数　３本
・参加者数　５２人

Ａ

引き続き、各種講座等を開
催し、ワーク・ライフ・バラン
スの実現に関する啓発を
行う。

継続
人権・男女共
同参画課

47

男性の積
極的な家
事・育児・
介護への
参画の促
進

男性の積極的な育児参画を促す講座の開催を予定していたが、
新型コロナウイルス感染症の影響により中止とした。

Ｘ

男性の育児参画を促すた
め、今後も継続して取り組
む。また、令和５年度は、少
子化対策の取組のひとつ
として「男性の育児参画事
業」を実施する予定。

拡充
人権・男女共
同参画課

47

男性の積
極的な家
事・育児・
介護への
参画の促
進

啓発冊子「お父さ
んといっしょ」作成・
配布

子育てに取り組む男性向けのハンドブック「お父さんといっしょ」
を、母子健康手帳交付時に一緒に配布した。
・令和4年度　約5,200部配布
令和５年度以降は子育てガイドに統合するため、掲載内容を見直
した。

Ａ
令和５年度以降は、子育て
ガイドに「パパのページ」を
設け、配布する。

見直し
人権・男女共
同参画課

　施策６　子育て環境の充実

48

多様な
ニーズに
応じた保
育サービ
スの提供

地域型保育給付費
市が認可した事業所内保育事業者に対し、国基準に基づく地域型
保育給付費を支給した。
・対象　２施設

Ａ
今後も継続して活動への
支援を実施する。

継続 保育課

48

多様な
ニーズに
応じた保
育サービ
スの提供

保育所等子育て広
場事業

保育所及び認定こども園において、子育て家庭に対する育児不安
等についての相談指導・子育てサークルの活動支援などを実施し
たが、新型コロナウイルス感染症の影響により、中止をした事業も
あった。
・私立保育園等　109園
・公立保育園　16園

Ａ
今後も継続して活動への
支援を実施する。

継続 保育課

48

多様な
ニーズに
応じた保
育サービ
スの提供

コミュニティ保育事
業

在宅で子育てをしている保護者のグループに対して補助金を交付
し、活動を支援した。また、公立保育所主導の研修会を開催した。
・対象グループ数　11

Ａ
今後も継続して活動等へ
の支援を実施する。

継続 保育課

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課
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■基本方針Ⅳ　働く場における女性の活躍推進【さがみはら女性活躍推進プラン】

＜施策の基本方向３　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

48

多様な
ニーズに
応じた保
育サービ
スの提供

私立幼稚園地域子
育て支援推進事業

未就園児の親子登園や子育て相談の実施など、幼稚園の専門的
機能を活かしながら、地域における子育て支援を行っている園に
対し、私立幼稚園地域子育て支援推進事業補助金を交付した。
(新型コロナウイルス感染症の影響で、実施園が微減)
・幼稚園　10園
・認定こども園　20園

Ａ
今後も継続して助成等を
実施する。

継続 保育課

48

多様な
ニーズに
応じた保
育サービ
スの提供

支援保育推進事業

保育所・幼稚園等において支援・配慮が必要な児童の受け入れを
行った。
・支援対象児童数　902人（うち補助金対象児382人、委託料対
象児520人）

Ａ
今後も継続して助成等を
実施する。

継続 保育課

48

多様な
ニーズに
応じた保
育サービ
スの提供

延長保育事業
保育所・認定こども園・小規模保育事業所等175園（公立園含む）
で延長保育を実施した。

Ａ
新規開設園を中心に実施
施設の拡充を図る。

拡充 保育課

48

多様な
ニーズに
応じた保
育サービ
スの提供

一時保育事業
保育所、認定こども園、小規模保育事業所等132園（公立園含む）
で一時保育を実施した。

Ａ
新規開設園を中心に実施
施設の拡充を図る。

拡充 保育課

48

多様な
ニーズに
応じた保
育サービ
スの提供

病児・病後児保育
事業

市内3施設で病児・病後児保育事業を実施した。 Ａ
今後も継続して病児・病後
児保育事業を実施する。

継続 保育課

48

多様な
ニーズに
応じた保
育サービ
スの提供

認定保育室運営助
成事業

認定保育室助成費（市内）、認可化移行支援助成費（市内）を補助
した。
・対象　15施設
・児童数　延ベ     4,087    人

Ａ
今後も継続して助成を実
施する。

継続 保育課

48

多様な
ニーズに
応じた保
育サービ
スの提供

私立幼稚園預かり
保育

・課業期間中預かり保育実施園：18園
・夏季休業期間中預かり保育実施園：18園
・学年始休業期間、冬季休業期間、学年末休業期間における預か
り保育実施園：16園
・認定こども園運営助成事業：29園
　認定こども園の設置者に対し、当該認定こども園が実施する預
かり保育事業の運営費等を補助した。

Ａ
今後も継続して助成を実
施する。

継続 保育課

49
子育て支
援策の充
実

親子参加型交流等
事業

親子で参加できる親同士の交流会や、親子で楽しめるおはなしお
たのしみ会等のイベントを開催した。
・開催数　３本
・参加者数　２１３人

Ａ

引き続き、親同士の交流会
や、親子で楽しめるイベン
トを開催することにより、子
育て支援を行う。

継続
人権・男女共
同参画課

49
子育て支
援策の充
実

ソレイユさがみ女
性相談事業

女性を取り巻く様々な問題について相談業務を行うとともに相談
内容に応じた情報提供を行った。
・相談件数　2,164件
（うち子育て問題32件　1.5％）

Ａ
今後も相談しやすい環境
づくりに努める。

継続 20,49
人権・男女共
同参画課

49
子育て支
援策の充
実

おやこひだまり相
談室

継続的にきめ細かな指導が必要な児童と保護者に対し、心理相談
員、保育士、保健師が相談を受け、児童の発達促進及び育児支援
を実施した。
・相談件数　250件

Ａ

心理職による個別的な育
児相談の場で、ニーズも高
く、今後も継続的な取組み
を行う。

継続 20,49

緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター

49
子育て支
援策の充
実

こんにちは赤ちゃ
ん事業

児童虐待の早期発見・対応及び予防に結びつけることを目的に生
後４か月までの乳児がいる家庭を母子訪問相談員・保健師が訪問
し、心身の状況・養育環境等の把握や育児不安・悩み等に対する
助言及び子育て支援に関する情報の提供を実施した。
R5.2子育て応援義業の開始に伴い、子育て応援ギフトを確実に
申請してもらえるように案内している。
・訪問実績件数：4,006件

Ａ
引き続き全家庭へ訪問す
ることを目標に取り組みを
進める。

継続 20,49

緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター
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■基本方針Ⅳ　働く場における女性の活躍推進【さがみはら女性活躍推進プラン】

＜施策の基本方向３　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

49
子育て支
援策の充
実

母子保健相談

妊娠・出産や育児等に関して保健師等が電話や所内面接により助
言指導を実施した。
・庁内相談件数　2,793件
・電話相談件数　1,290件
※城山・津久井・相模湖・藤野担当は、庁内育児相談のみ指定日
に行う。

Ａ
身近な相談場所として機
能しており、今後も相談事
業を実施する。

継続 20,49

緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター

49
子育て支
援策の充
実

児童に関する専門
的な相談・支援、児
童虐待への対応

児童に関する相談・支援、安全確認等を行った。
・育成相談　180件
・養護相談　50件
・障害相談　1,200件
・保健相談　0件
・非行相談　35件
・虐待相談　1,785件

Ａ
引き続き、児童に関する相
談・支援、安全確認等に努
める。

継続 20,49
児童相談所
相談支援課

49
子育て支
援策の充
実

青少年教育相談の
実施

中央相談室・南相談室・城山相談室・相模湖相談室について、青
少年教育カウンセラーが相談者の来所および電話による教育相談
を実施した。「不登校」「登校渋り」に関する相談が最も多く、全体
の約64％となっている。
・相談件数　16,221件

Ａ

不登校等の未然防止や早
期対応を図れるようさらな
る相談体制の充実を図っ
ていく。

継続 20,49
青少年相談セ
ンター

49
子育て支
援策の充
実

ファミリー・サポー
ト・センター事業

「子育ての手助けを受けたい利用会員」と「子育ての手助けを行い
たい援助会員」を結びつけ、援助会員による子どもの預かりや送
迎などのサポートを行った。
（令和5年3月末現在）
・会員数　 　　3,346人
・利用会員　 　2,593人
・援助会員　　 　687人
・両方会員　　   　66人
・活動件数　     7,318件

Ａ
今後も継続してファミリー・
サポート・センター事業を
実施する。

継続 20,49 こども家庭課

49
子育て支
援策の充
実

子育て広場事業の
推進

地域子育て支援拠点事業を市内3か所で実施し、つどいの場の提
供や子育てに関する相談、情報提供等を行った。また、「配慮が必
要な子育て家庭等への支援を行う」子育て広場の運営団体を公
募、選考。「子育てそうだん広場Haere mai（はれまえ）」を１０月３
日から開設した。

Ａ
今後も継続して地域の子
育て広場（一般型・4か所）
を実施する。

継続 こども家庭課

49
子育て支
援策の充
実

ふれあい親子サロ
ン事業

令和４年５月より、５地域に限定して開催。１０月より３地域を追加し
合計60回開催した

Ａ

令和4年度に開催した8地
域については、引き続き継
続実施する。
その他19地域について
は、ふれあい親子サロンの
専門職がこどもセンター子
育て広場に出向き、相談対
応や遊びの提供を行う方
法に変更する予定。

見直し こども家庭課

49
子育て支
援策の充
実

児童館運営事業

子どもに健全な遊びを与え、健康の増進と豊かな情操を育む施設
として運営を行った。
・利用者数　年間351,803人
・施設数　児童館：23館、児童室：1室

Ａ
地域における子育て支援
施設として、今後も児童館
の活用を促進する。

継続
こども・若者
支援課

49
子育て支
援策の充
実

こどもセンター運
営事業

児童館としての機能とともに、児童クラブの機能も備えた総合的な
施設として運営を行った。
・利用者数　年間556,333人
・施設数　24館

Ａ

地域における子育て支援、
子ども施策の中心的な拠
点として、各施策の展開、
情報提供等の充実を図る。

継続
こども・若者
支援課

49
子育て支
援策の充
実

放課後児童健全育
成事業（児童クラ
ブ）

放課後、帰宅しても保護者が就労等のために家庭にいない原則小
学校低学年(1～3年生)の児童に対し、遊びや生活の場を与えて、
その健全な育成を図った。
・市立児童クラブ数　68クラブ
・入会児童数　5688人（令和4年5月1日現在）
・民間児童クラブ数　　56クラブ（令和4年5月1日現在）

Ａ

女性の社会進出等により、
児童クラブの入会申請数
が増加傾向にある中で、待
機児童解消に向け、施設
整備等を行い、定員拡大
を図る。

拡充
こども・若者
支援課

市民に身近な相談窓口とし
て、子どもやその家族の総合
相談を行い、児童虐待の相
談、通告を一義的に受ける役
割を担う。相談件数が若干
減少しているが、専門的な支
援を要することが増えてい
る。職員の資質の向上に向
けた研修の充実を図るととも
に、市区町村こども家庭総合
支援拠点として、子ども虐待
の発生防止や早期発見、在
宅支援の強化担っていく。

子育て支
援策の充
実

49

緑子育て支援
センター
中央子育て支
援センター
南子育て支援
センター

20,49継続Ａ

子どもやその家族の総合相談を行った。
相談件数
・児童虐待　　　1,385人
・児童虐待以外　775人

子どもとその家庭
についての相談
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■基本方針Ⅳ　働く場における女性の活躍推進【さがみはら女性活躍推進プラン】

＜施策の基本方向３　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

49
子育て支
援策の充
実

放課後子ども教室
事業

学校施設、こどもセンター及び児童館を活用して、放課後の子ども
たちの安全で健やかな居場所づくりを行った。
・学校施設実施数　4校
・こどもセンター実施数　24館
・児童館実施数　23館

Ａ

こどもセンター・児童館で
実施する放課後子ども教
室事業（連携型）の実施施
設について拡大を図る。

継続
こども・若者
支援課

49
子育て支
援策の充
実

子育て広場事業

乳幼児とその保護者が気軽に集い、交流できる集いの場として、
子育て経験を持つ地域の方々などによる実行委員会に委託し、集
いの場の提供、子育てに関する相談、子育てに関する講習会等を
行った。
・こどもセンター実施数　　19　館
・参加者数　27701　組（　59279人）

Ａ

今後も地域の子育て支援
の集いの場として、こども
センターを活用し、実施箇
所や回数の拡大を図る。

拡充
こども・若者
支援課

50

子育て情
報の提供
と学習機
会の充実

子育てガイドの発
行

子育て家庭の利便性の向上のため、母子の医療・健康に関する情
報、各種手当・助成制度などの子育て情報をまとめた「子育てガイ
ド」を発行した。
・25,000部発行

Ａ
電子媒体の活用状況も確
認しながら、引き続き実施
する。

継続 20,50 こども家庭課

50

子育て情
報の提供
と学習機
会の充実

各種講座の開催 子ども会育成者研修会を実施した。 Ａ
子育て支援に寄与する講
座を継続して実施する。

継続
青少年学習セ
ンター

　施策７　介護を支える環境の整備・充実

51

介護に関
する相談
と情報提
供の充実

男女共同参画によ
る介護支援事業

男女共同参画の視点を取り入れた介護支援講座を開催した。
・1本
・参加者　51人

Ａ

介護において、固定的役割
分担意識が強調されたり、
女性の社会参画の促進が
妨げられることのないよ
う、男女共同参画の視点に
立った取り組みを行う。

継続
人権・男女共
同参画課

51

介護に関
する相談
と情報提
供の充実

ソレイユさがみ女
性相談事業

女性を取り巻く様々な問題について相談業務を行うとともに相談
内容に応じた情報提供を行った。
・相談件数　2,164件
（うち介護問題18件　0.8％）

Ａ
今後も相談しやすい環境
づくりに努める。

継続
人権・男女共
同参画課

51

介護に関
する相談
と情報提
供の充実

家族介護教室等の
開催

高齢者を介護している家族等がいきいきと生活できるよう、家族
介護教室を開催した。
・開催数　137回

Ａ

介護者の心身の健康づく
りや介護者相互の交流及
び仲間づくりを通じて、高
齢者を介護している家族
等がいきいきと生活できる
ように、今後も家族介護教
室の開催を通じて支援す
る。

継続
地域包括ケア
推進課

51

介護に関
する相談
と情報提
供の充実

地域包括支援セン
ター及び窓口にお
ける相談・支援

地域包括支援センターにおいて、相談支援等を実施した。
・相談実績　204,364件

Ａ
今後も継続して相談支援
等を実施する。

継続
地域包括ケア
推進課

51

介護に関
する相談
と情報提
供の充実

介護保険啓発用パ
ンフレットの作成

65歳到達の方に、被保険者証送付の際に「介護保険のてびき」を
同封し、介護保険の啓発に努めた。
・「すこやか介護保険」13,000部
・「介護保険のてびき」13,000部発行

Ａ
内容の見直しを行いなが
ら、引き続きパンフレットを
発行する。

継続 介護保険課

学校出張相談
子育て支
援策の充
実

49
青少年相談セ
ンター

多様化・複雑化するケース
への対応を行うためにも、
青少年教育カウンセラーや
スクールソーシャルワー
カーの資質向上に向けた
研修や効果的な配置の検
討を引き続き行っていく。

青少年教育カウンセラーを市内小・中・義務教育学校に派遣し、そ
の学校に在籍する児童生徒や保護者等からの相談を受けるととも
に、教職員を対象に支援・助言や研修を実施した。
　・相談件数　小学校等28,961件　　中学校等19,293件
また、スクールソーシャルワーカーを市内21中学校区に配置し、学
校と密に連携を取りながら支援を行った。
　・相談件数　11,376件

継続Ａ

46 



■基本方針Ⅳ　働く場における女性の活躍推進【さがみはら女性活躍推進プラン】

＜施策の基本方向３　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

51

介護に関
する相談
と情報提
供の充実

市ホームページ上
での市民、介護支
援専門員及び事業
者への情報提供

事業者や市民に対して、広報やホームページで情報提供を行っ
た。

Ａ
内容の見直しを行いなが
ら、引き続きホームページ
での情報提供を行う。

継続 介護保険課

51

介護に関
する相談
と情報提
供の充実

高齢者介護家族電
話相談事業

高齢者の介護家族や高齢者からの健康や介護についての相談を
受け付けた。
・相談件数：1,104件

Ａ
事業を継続し、引き続き市
民からの相談に対応する。

継続
高齢・障害者
支援課

51

介護に関
する相談
と情報提
供の充実

認知症講演会

・9/8：緑区合同庁舎（対面）31名。
　ウェルネスさがみはら（映像配信）21名。
・10/11：南保健センター（対面）18名。
　ウェルネスさがみはら（映像配信）11名。

Ａ 継続実施予定。 継続

緑高齢・障害
者相談課
津久井高齢・
障害者相談
課
中央高齢・障
害者相談課
南高齢・障害
者相談課

52
介護サー
ビスの充
実

介護給付適正化事
業

・要介護認定の適正化　調査票の点検の全件実施
・ケアプラン点検の実施
・住宅改修の点検　申請内容の点検の実施
・福祉用具実態調査の実施　福祉用具利用者に対する訪問調査
の実施
・縦覧点検、医療突合　月1回の実施
・介護給付費通知　年1回の発送

Ａ
第９期高齢者保健福祉計
画に基づき、計画的に推進
していく。

継続 介護保険課

52
介護サー
ビスの充
実

介護サービス事業
者指導

介護サービス事業者の指導
事業所の育成・支援を目的に、事業所運営、サービス提供及び介
護報酬請求の適正化に関する指導を行った。
（対象事業所数）
・集団指導　3,602件
・実地指導　84件

Ａ

集団指導、実地指導（令和
５年４月１日～運営指導）を
通じて、引き続き、介護
サービスの質の向上を図
る。

継続 福祉基盤課

52
介護サー
ビスの充
実

介護人材確保・定
着・育成事業

・介護未経験の求職者等を対象に「介護に関する入門的研修」、
「介護職員初任者研修」及び市内介護事業所への就職支援を実
施
・事業所が行うキャリアアップに向けた研修や市高齢者福祉施設
協議会が行う研修への支援
・次代を担う介護職員等勤続表彰の開催
・介護の魅力PR動画の放映、介護の魅力PR冊子の配布

Ａ

引き続き、介護人材の定着
の促進を図るとともに、将
来を担う人材の確保・育成
を図るための取り組みを強
化していく必要がある。

継続 福祉基盤課
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■基本方針Ⅴ　配偶者等に対する暴力の根絶と被害者への支援

【さがみはらＤＶ対策プラン】

＜施策の基本方向１　ＤＶに関する相談及び保護体制の充実＞

No.

　施策１　相談支援の充実

53
相談支援
の充実

DV相談及びDV
被害者支援の充実

配偶者等からの暴力による被害者の保護や被害者の自立支援の
ため、DV被害者の相談・支援及びＤＶ相談証明書の発行を行っ
た。
・配偶者暴力相談支援センターの相談件数　1,461件
・配偶者暴力相談支援センターＤＶ相談証明書の発行　46件

Ａ

DV相談支援センターＤＶ
相談専用電話について、市
民周知を図るとともに、証
明書の迅速な発行手続き
などDV被害者の円滑な支
援を行う。

継続
人権・男女共
同参画課

54
相談窓口
の周知

ＤＶ相談窓口の周
知

・多様な媒体を通じて、配偶者暴力相談支援センターの周知及び
DＶ相談窓口の周知を図った。
（周知方法）
・広報紙や市ホームページ掲載、自治会地域情報誌への掲載、
FMラジオ局スポット案内放送、案内リーフレットの配架、DV防止
カードの配架、市発行各種窓口案内冊子掲載

Ａ
引き続き、相談窓口の周知
に努める。

継続
人権・男女共
同参画課

55
職員のス
キルアップ

相談窓口職員の資
質向上

・相談員に、月に1回スーパーバイズを実施（コロナの影響により6
回実施）し、スキルアップを図った。また、神奈川県主催の研修等に
派遣し相談にかかる情報の収集や知識の習得を図った。
・窓口担当職員に対し、適切な対応を図るためDV被害者支援に
ついて職場研修を実施した。（参加人数　60人）

Ａ
引き続き、関係職員の資質
向上を図る。

継続
人権・男女共
同参画課

　施策２　外国人・高齢者・障害のある人等への配慮

57

高齢者や
障害のあ
る人への
配慮

基幹相談支援セン
ター、障害者相談
支援キーステー
ション

地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援セン
ター、南障害者相談支援キーステーション及び緑障害者相談支援
キーステーションの運営を実施した。
（相談件数）
・基幹相談支援センター　11,842件
・緑障害者相談支援キーステーション　5,909件
・南障害者相談支援キーステーション　6,154件

Ａ

更なる障害者の相談支援
体制の充実を図るため、中
央障害者相談支援キース
テーションの設置に向けた
準備を進める。

拡充
高齢・障害者
福祉課

57

高齢者や
障害のあ
る人への
配慮

高齢者・障害者虐
待防止ネットワーク
協議会の開催

高齢者及び障害者の虐待防止や早期発見を進めるとともに、迅速
かつ的確な対応を図るため、関係機関等と情報交換等を行った。
・協議会開催（令和5年1月26日開催）

Ａ

協議会を通じ、関係機関
等との情報交換等を行い、
高齢者及び障害者虐待の
防止や早期発見を推進す
る。

継続
高齢・障害者
福祉課

58
男性被害
者等への
配慮

男性相談事業

・相談員に男性ＤＶ相談スーパーバイズを実施し、スキルアップを
図った。（計４回実施予定のところ、コロナの影響により２回実施）
・従前から行っているＤＶ相談専用電話の周知と併せて、男性相談
を行っていることの周知を強化した。

Ａ
引き続き、相談員の資質向
上を図るとともに、相談窓
口の周知に努める。

継続
人権・男女共
同参画課

59
性的少数
者への配
慮

性別を限定しない
相談の実施

・相談員に対し、「性の多様性を知り、適切な対応をするための相
模原市職員ガイドライン」を配布し、性の多様性に係る啓発を行っ
た。
・性別を限定しないDV相談を実施した。

Ａ

引き続き、相談員に対する
啓発を行うとともに、性別
を限定しないDV相談を実
施する。

継続
人権・男女共
同参画課

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

より多くの在留外国人に利
用いただけるよう更なる効
果的な事業周知が課題だ
と考えており、今後も引き
続き事業周知の広報媒体
や手法についての検討を
進める。

継続 14,56 区政推進課56
外国人被
害者への
配慮

「外国人相談」、
「外国人法律相談」
及び「在留手続相
談」の実施

各区役所市民相談室において在留外国人に対する多言語での相
談対応を実施した。また、中央区役所市民相談室にて出入国管理
局横浜支局職員による「在留手続相談」を実施した。
【中央区役所市民相談室】
・英語（月曜日）／フィリピン語（火曜日）／中国語（水曜日）／ベト
ナム語（木曜日）／スペイン語（金曜日）／ポルトガル語（金曜日）
・ 相談者数：596人　相談内容別件数：876件（法律相談及び在
留手続相談含む）
【緑区役所市民相談室】
 ・相談者数：0人　　相談内容別件数： 0件
【南区役所市民相談室】
・相談者数：7人　　相談内容別件数：7件

Ａ
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■基本方針Ⅴ　配偶者等に対する暴力の根絶と被害者への支援

【さがみはらＤＶ対策プラン】

＜施策の基本方向１　ＤＶに関する相談及び保護体制の充実＞

No.

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課

　施策３　一時保護支援と安全確保の充実

60

一時保護
支援と安
全確保の
充実

一時保護の支援
被害者の安全確保のため必要と判断した場合の一時保護を実施
した。
・一時保護　28件

Ａ
引き続き、被害者の安全確
保に努める。

継続
人権・男女共
同参画課等

60

一時保護
支援と安
全確保の
充実

児童の安全確保の
ため必要と判断し
た場合の一時保護
の実施

児童の安全確保のため必要と判断した場合の一時保護を実施し
た。
・一時保護　396件
（内訳：養護391件、非行 5件）

Ａ
引き続き、児童の安全確保
等に努める。

拡充
児童相談所
総務課

61
住民登録
等の支援

61
住民登録
等の支援

住登外登録者に対
する準支援措置

本市に住民登録はないものの、徴税や手当等の各種手続に伴い
宛名登録（住登外登録）されているDV等被害者の情報保護を図
るため、DV等被害者からの申し出に基づき、システムの端末画面
上、住所情報を非表示とする措置を行った。

Ａ
引き続き、被害者の安全確
保に努める。

継続
人権・男女共
同参画課

緑区役所区
民課
中央区役所
区民課
南区役所区
民課

継続

住民基本台帳事務におけ
る支援措置を実施するに
あたり、関係する他機関と
の連携を図る。

Ａ

DV防止法の被害者を保護する為、加害者が住民票の交付等の
制度を不当に利用して被害者の住所を探索することを防止するた
め、支援を実施した。
○DV支援対象者数(令和5年3月31日現在)
（緑区役所区民課）
・申出者141名／併せて支援する者192名
うち、緑区で支援決定した件数
・申出者83名／併せて支援する者118名
（中央区役所区民課）
・申出者217名／併せて支援する者272名
うち、中央区支援決定の件数
・申出者117名／併せて支援する者 157 名
（南区役所区民課）
・申出者227名／併せて支援する者282名
うち、南区で支援決定した件数
・申出者122名／併せて支援する者149名

住民基本台帳事務
における支援措置
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■基本方針Ⅴ　配偶者等に対する暴力の根絶と被害者への支援

【さがみはらＤＶ対策プラン】

＜施策の基本方向２　関係機関・団体との連携・協力及び自立支援の充実＞

No.

　施策４　関係機関・団体との連携・協力体制の強化

62

関係機
関・団体と
の連携・
協力体制
の強化

DV被害者支援に
かかる関係機関の
連携

配偶者等からの暴力に対する関係機関連携会議を開催し、関係
機関相互の情報交換を行った。ただし、コロナの影響により対面開
催を延長したが、書面開催となった。（令和４年３月開催）

Ａ
今後もDV被害者支援にお
いて市内外の関係機関を
連携を図る。

継続
人権・男女共
同参画課

63

民生委
員・児童
委員等へ
の研修・
情報提供

民生委員・児童委
員等への意識啓発

地域に密着している民生委員・児童委員等へDVに関する情報提
供や被害者支援の意識啓発、児童虐待についてサポート講座を実
施した。(R5.2.10…31名、R5.2.13…67名　計98名参加)

Ａ
引き続き、情報提供や意識
啓発を行う。

継続
人権・男女共
同参画課

　施策５　関係機関・団体との連携による自立支援の充実

64

関係機
関・団体と
の連携に
よる自立
支援の充
実

関係機関との協働
による支援

神奈川県、県内市町村及び民間団体の三者の協働により被害者
支援を行った。
・緊急一時保護施設運営負担　4件

Ａ
引き続き、被害者の自立支
援に向けて実施する。

継続
人権・男女共
同参画課

64

関係機
関・団体と
の連携に
よる自立
支援の充
実

神奈川県「あんし
ん賃貸支援事業」
の紹介

引き続き、神奈川県「あんしん賃貸支援事業」の紹介を行った。 Ａ
引き続き、神奈川県「あん
しん賃貸支援事業」の紹介
を行う。

継続 住宅課

64

関係機
関・団体と
の連携に
よる自立
支援の充
実

母子世帯に対する
支援

DV等、様々な理由により適切な子育てができない母子家庭等を
保護し、自立を支援する「母子生活支援施設」への入所を受け付
けた。
・入所世帯数　38世帯

Ａ
今後も継続して母子家庭
への支援を実施する。

継続 こども家庭課

64

関係機
関・団体と
の連携に
よる自立
支援の充
実

相談状況に応じた
被害者支援

配偶者等からの暴力による被害者の保護や被害者の自立支援の
ため、DV被害者の相談・支援及びDV相談証明書の発行を行っ
た。
・配偶者暴力相談支援センターの相談件数　1,461件
・配偶者暴力相談支援センターDV相談証明書の発行　46件

Ａ
自立に向けた情報提供や
制度の紹介を進める。

継続
人権・男女共
同参画課等

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課
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■基本方針Ⅴ　配偶者等に対する暴力の根絶と被害者への支援

【さがみはらＤＶ対策プラン】

＜施策の基本方向３　ＤＶ根絶に向けた取組の推進＞

No.

　施策６　ＤＶ根絶に向けた意識啓発等の推進

65

DV 根絶
に向けた
意識啓発
の推進

DV根絶に向けた
周知・啓発事業

・多様な媒体を通して、DV根絶に向け意識啓発を行った。
・「女性に対する暴力をなくす運動」期間において、集中的に啓発
活動・取組を行った。
　横断幕の掲示、啓発用ポスター、リーフレットの配布、公用自動
車への啓発マグネット貼付、相模大野パブリックインフォメーション
の放映、ＤＶ防止イベント（講演会）の実施、自治会地域情報誌へ
の掲載、FMラジオ局スポット案内放送、市ホームページでの周
知、広報紙１１月１日号掲載

Ａ

より多くの市民にDVにつ
いて正しい理解の醸成や
DV根絶への意識啓発を
進める。

継続
人権・男女共
同参画課

66

DV 対策
の充実に
向けた情
報収集

DVに関する市民
意識の状況把握

市民のDVに関する意識や考え方等を把握し、今後のDV関連施
策の推進の基礎的資料とするため、DVに関する設問を設定し、男
女共同参画に関する市民意識調査を実施した。

Ａ

第3次さがみはら男女共同
参画プランの計画期間内
（令和2～9年度）に複数回
実施を予定しており、次回
は、令和8年度に実施予
定。

継続
人権・男女共
同参画課

　施策７デートＤＶ防止に向けた意識啓発の推進

67

デートDV
防止に向
けた意識
啓発の推
進

デートＤＶ防止の
取組

デートＤＶに対する正しい知識の習得、予防啓発、相談窓口の周
知を図るため、デートDV防止カードを配布した。
・市内中学3年生に配布　7,672枚

Ａ

引き続き、事業を実施し、
若年層を対象にデートDV
に対する正しい知識の習
得、予防啓発、相談窓口の
周知を図る。

継続
人権・男女共
同参画課

事業名
（令和４年度）

内容 事業実績
（令和４年度）

実施
状況

今後の取組及び課題
今後の
進め方

再掲
内容No.

所管課
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第４章 令和４年度 男女共同参画に関する意見等申出制度事業報告 

 

 

この制度は、「さがみはら男女共同参画推進条例」に基づき、平成１６年４月１日から男女共同参画専

門員（３名）を置き、本市の男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼす

と認められる施策についての意見、苦情及び相談や市内において男女共同参画の推進を阻害する要因に

よって人権が侵害されたことについての相談及び苦情について、申出をした者への助言や必要と認めた

ときは、関係者に対し助言、是正の要望等を行うものです。 

 

 

 令和４年度 年間実績  

 

● 申出件数   ０件 

 

● 問合せ件数  ０件 
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参考資料 

 

（１）相模原市男女共同参画審議会 

学識経験者、公募市民及び関係団体の代表者により構成される市の附属機関です。 

   条例第１０条に規定する基本計画の策定や男女共同参画の推進に関する重要な事項について、市

長の諮問に応じて調査審議等を行います。また、施策の実施状況等について本審議会へ意見を求め

ながら、本計画をより効果的に推進していきます。 

 

相模原市男女共同参画審議会 委員名簿 

（任期：令和４年６月１日～令和６年５月３１日） 

※５０音順  

 氏名 所属団体等  

１ 岩永 良子 特定非営利活動法人 かながわ女のスペースみずら  

２ 大木 恵 相模原市自治会連合会  

３ 大谷 幸恵 相模原市私立保育園・認定こども園 園長会  

４ 鎌田 千代子 公募委員  

５ 神谷 静枝 相模原市民生委員児童委員協議会  

６ 小林 政美 特定非営利活動法人 男女共同参画さがみはら  

７ 篠﨑 亮 神奈川県社会保険労務士会 相模原支部  

８ 竹内 祥子 相模原市退職校長会  

９ 德田 晃一郎 神奈川県弁護士会  

10 永井 暁子 
日本女子大学人間社会学部社会福祉学科 
教授 

会長 

11 中西 泰子 
相模女子大学人間社会学部社会マネジメント学科 
教授 

 

12 西岡 直子 相模原市医師会 ※１ 

13 細野 美佐子 公募委員  

14 松下 龍太 相模原商工会議所  

15 美原 静香 相模原市医師会 ※２ 

16 矢野 由佳子 和泉短期大学児童福祉学科 准教授 副会長 

   ※１ 令和４年６月 １日～令和５年６月２６日 

   ※２ 令和５年６月２７日～令和６年５月３１日  
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（２）さがみはら男女共同参画推進条例 

 

平成 16 年 3 月 26 日 

条例第 1 号 

目次 

前文 

第 1 章 総則(第 1条―第 9 条) 

第 2 章 基本的施策(第 10 条―第 16 条) 

第 3 章 推進体制等(第 17 条―第 22 条) 

第 4 章 雑則(第 23 条) 

附則 

男女が、互いに人権を尊重し、責任を分かち合い、性別にかかわりなく、個性と能力を発揮できる男

女共同参画社会の実現は、私たち市民の願いである。 

相模原市では、男女共同参画社会の実現に向け、これまでも「さがみはら男女平等憲章」、「さがみは

ら男女共同参画都市宣言」等に基づき、施策の推進に努めてきた。 

しかしながら、今なお、性別による固定的な役割分業意識やそれに基づく慣行が、広く根強く残存し

ているため、特に女性の能力の発揮を阻んでいる。このことは、同時に男性の生き方にも影響を与えて

おり、男女平等とは言いがたい現実となっている。 

また、女性に対するドメスティック・バイオレンスの根絶、男女平等に基づく就業環境の改善等が緊

要な課題となっており、男女がともに生きやすい社会をつくるためには、なお一層の努力が必要とされ

ている。 

さらに、相模原市にとって、これからの男女共同参画のまちづくりを考えたとき、あらゆる場におい

て、教育の果たす役割が重要となっている。 

こうした状況を踏まえ、男女共同参画の理念が行き渡る実効性のある取組が今強く求められており、

性別にかかわりなく人権が尊重され、豊かで活力ある未来を拓くため、ここに、この条例を制定する。 

第 1 章 総則 

(目的) 

第 1 条 この条例は、男女共同参画の理念並びに市、市民、事業者及び教育に携わる者の役割を明らか

にするとともに、市の施策の基本的事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ

計画的に推進することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野にお

ける活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を

享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

(2) 事業者 市内に事務所又は事業所を有する個人又は法人その他の団体をいう。 

(3) セクシュアル・ハラスメント 相手が望まない性的な言動により相手方の生活環境を害すること又

は性的な言動に対する相手方の対応によりその者に不利益を与えることをいう。 

(4) ドメスティック・バイオレンス 配偶者、恋人等の親密な関係にある者からの暴力その他の心身に

有害な影響を及ぼす行為をいう。 

(男女共同参画の理念) 
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第 3 条 男女共同参画は、次に掲げる理念に基づいて推進されなければならない。 

(1) 男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的扱いを受けないこと、男女

が個人として能力を発揮できる機会が確保されることその他の男女の人権が平等に尊重されること。 

(2) 男女が、社会の対等な構成員として、市の政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同

して参画する機会が確保されること。 

(3) 社会の制度又は慣行が、性別による固定的な役割分業意識を反映して、男女の活動を制限すること

のないよう、又は自らの意思による多様な生き方の選択に影響を及ぼすことのないように配慮される

こと。 

(4) 家庭、地域、学校、職場その他のあらゆる場において、男女平等の意識が浸透し、性別にかかわり

なく、一人ひとりの個性と能力を尊重した教育が行われること。 

(5) 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子育て、介護等の家庭生活における活動

について家族の一員としての役割を果たし、かつ、家庭生活における活動以外の活動を行うことがで

きるようにすること。 

(6) 男女が互いの性に関する理解を深め、女性の生涯にわたる性と生殖に関する健康が保持されるこ

と。 

(7) 男女共同参画社会の実現が、国内及び国際社会における様々な取組と密接に関連していることか

ら、それらの取組と協調して行われること。 

(市の役割) 

第 4 条 市は、男女共同参画の推進を最重要課題の一つとして位置付け、男女共同参画の推進に関する

施策を策定し、実施するとともに、あらゆる施策の策定及び実施に当たっては、男女共同参画の視点

をもって取り組むものとする。 

2 市は、男女共同参画の推進に関する施策を実施するに当たっては、国、県その他関係団体と連携を図

るとともに、市民、事業者及び教育に携わる者と協働して取り組むものとする。 

(市民の役割) 

第 5 条 市民は、男女共同参画についての理解を深め、家庭、地域、学校、職場その他のあらゆる場に

おいて、男女共同参画の推進に積極的に取り組むように努めなければならない。 

2 市民は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するように努めなければならない。 

3 市民は、次代を担う子どもたちの男女平等を推進する教育に関し、自ら積極的に参画するように努め

なければならない。 

(事業者の役割) 

第 6 条 事業者は、その事業活動において、男女共同参画の推進に積極的に取り組むとともに、就労者

が職業生活における活動と子育て、介護等の家庭生活における活動とを両立できるような職場環境づ

くりに努めなければならない。 

2 事業者は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するように努めなければならない。 

3 事業者は、男女の就業状況その他の男女共同参画の取組状況について、市の求めに応じて報告するよ

うに努めなければならない。 

(教育に携わる者の役割) 

第 7 条 学校教育、社会教育その他のあらゆる分野の教育に携わる者は、男女共同参画を推進する上で

の教育の果たす役割の重要性を認識し、男女共同参画の理念に配慮した教育を行うように努めなけれ

ばならない。 

(性別による差別的扱い等の禁止) 
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第 8 条 何人も、性別による差別的扱い、セクシュアル・ハラスメント、ドメスティック・バイオレン

ス等の人権侵害を行ってはならない。 

(公衆に表示する情報における配慮) 

第 9 条 何人も、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分業を助長する表現その他の

男女共同参画の推進を阻害する表現を行わないように努めなければならない。 

第 2 章 基本的施策 

(基本計画) 

第 10 条 市長は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画

(以下「基本計画」という。)を策定しなければならない。 

2 市長は、基本計画の策定に当たっては、相模原市男女共同参画審議会の意見を聴かなければならな

い。 

3 市長は、基本計画を策定したときは、速やかに、これを公表するものとする。 

4 前 2 項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

(家庭生活、地域生活及び職業生活への参画支援) 

第 11 条 市は、市民、事業者等との協働により、家族を構成する男女が相互に協力し、自らの意思によ

って家庭生活、地域生活及び職業生活のそれぞれの活動に参画できるように必要な支援を行うものと

する。 

(啓発活動等) 

第 12 条 市は、男女共同参画に関する市民、事業者等の関心を高めるとともに、その理解を深めるため

の啓発活動を行うものとする。 

2 市は、男女共同参画の推進を阻害するおそれのある表現及び情報について、市民が主体的に解釈し、

評価できる能力を向上するための学習の場を確保するものとする。 

3 市は、地域、学校、職場その他のあらゆる場において指導的立場にある者に対する男女共同参画に関

する研修機会の充実を図るものとする。 

(被害者に対する支援) 

第 13 条 市は、性別による差別的扱い、セクシュアル・ハラスメント等の被害者に対し、救済、心身の

健康回復等のための支援を実施するものとする。 

2 市は、ドメスティック・バイオレンスの防止並びにその被害者の保護及び自立に向けた支援を図るた

め、被害者を一時的に保護する施設を確保するとともに、その他必要な施策を実施するものとする。 

(調査研究等) 

第 14 条 市は、男女共同参画の推進に必要な情報の収集及び調査研究を行うものとする。 

(民間の団体に対する支援及び協力) 

第 15 条 市は、民間の団体が男女共同参画の推進に関して行う諸活動に対し、必要な支援及び協力を行

うものとする。 

(年次報告) 

第 16 条 市長は、毎年、男女共同参画の状況及び男女共同参画の推進に関する施策の実施状況について

報告書を作成し、これを公表するものとする。 

第 3 章 推進体制等 

(施策の推進体制の整備) 

第 17 条 市は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、必要な体制を整

備するものとする。 

(審議会等の委員の構成) 
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第 18条 市は、市が設置する審議会等の委員の委嘱等を行うときは、男女いずれか一方の委員の数が委

員総数の 10 分の 4未満とならないように努めなければならない。 

(男女共同参画推進週間) 

第 19 条 市は、男女共同参画への関心と理解を深める取組が市民、事業者等に広く周知されるように男

女共同参画推進週間を設ける。 

(相模原市男女共同参画専門員) 

第 20 条 市長は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼ

すと認められる施策についての意見、苦情及び相談(以下「施策に対する意見等」という。)並びに市

内において男女共同参画の推進を阻害する要因によって人権が侵害されたことについての相談及び苦

情(以下「人権侵害に対する相談等」という。)を処理するため、相模原市男女共同参画専門員(以下

「専門員」という。)を置く。 

2 専門員の定数は、3人以内とする。 

3 専門員の任期は、2年とする。ただし、補欠の専門員の任期は、前任者の残任期間とする。 

4 専門員は、再任されることができる。 

(意見等の申出等) 

第 21 条 施策に対する意見等又は人権侵害に対する相談等のある者は、専門員にその旨を申し出ること

ができる。 

2 専門員は、前項の規定により施策に対する意見等又は人権侵害に対する相談等の申出があった場合

は、必要に応じて、その内容について調査を行うことができる。 

3 専門員は、施策に対する意見等の申出があった場合において、調査のため必要があると認めるとき

は、施策を実施する機関に対し、関係資料の提出及び説明を求めることができる。 

4 専門員は、施策に対する意見等の申出があった場合において、調査の結果、必要があると認めるとき

は、施策を実施する機関に対し、助言、是正の要請等を行うことができる。 

5 専門員は、人権侵害に対する相談等の申出があった場合において、調査のため必要があると認めると

きは、関係者に対し、関係資料の提出、説明その他必要な協力を求めることができる。 

6 専門員は、人権侵害に対する相談等の申出があった場合において、調査の結果、必要があると認める

ときは、関係者に対し、助言、是正の要望等を行うことができる。 

(拠点施設) 

第 22 条 市は、相模原市立男女共同参画推進センターを活動拠点として、男女共同参画を推進するもの

とする。 

第 4 章 雑則 

(委任) 

第 23 条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

附 則 抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 16年 4月 1 日から施行する。 
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（３）男女共同参画に関する年表 

年 国連等の動き 日本の動き 相模原市の動き 

1945 
（昭和 20）  

・改正衆議院議員選挙法公布 

（婦人参政権） 
 

1946 
（昭和 21） ･国連婦人の地位委員会設置 

・戦後第１回衆議院議員総選挙 

 （初の婦人参政権行使） 
 

1947 
（昭和 22）  

・民法改正（家父長制廃止） 

 （48 年施行） 
 

1948 
（昭和 23） ･世界人権宣言採択 ・優生保護法公布、施行  

1956 
（昭和 31）  ・売春防止法公布（58 年施行）  

1961 
（昭和 36）  

・所得税法改正 

 （配偶者控除制度新設） 
 

1967 
（昭和 42） ・婦人に対する差別撤廃宣言採択   

1975 
（昭和50） 

・国際婦人年 

・国際婦人年世界会議 

 （メキシコシティ）にて世界 

行動計画採択 

・国際婦人年にあたり婦人の社会 

的地位向上をはかる決議採択 

・婦人問題企画推進本部設置 

・婦人問題企画推進本部会議開催 

 

1976 
（昭和51） ・国連婦人の 10 年（～ 85 年） 

・民法改正（離婚復氏制度）、 

 戸籍法公布、施行 
 

1977 
（昭和52）  

・国内行動計画策定 

・国立婦人教育会館開館 
 

1979 
（昭和54） 

・女子に対するあらゆる形態の差 

別の撤廃に関する条約（女子差 

別撤廃条約）採択（81 年発効） 

  

1980 
（昭和55） 

・「国連婦人の10年」中間年世界 

会議（コペンハーゲン）にて、国

連婦人の十年後半期行動プログ

ラム採択 

・民法改正（配偶者の相続分改正）

（81年施行） 

・女子差別撤廃条約署名 
 

1981 
（昭和56） 

・ILO「家族的責任を有する男女

労働者の機会及び待遇の均等に

関する条約（第156号）」及び「男

女労働者特に家族的責任を有す

る労働者の機会均等及び均等待

遇に関する勧告（第165号）」 

採択 

・国内行動計画後期重点目標策定  

1984 
（昭和59）  

・国籍法、戸籍法改正（父母両系主

義の採用、配偶者の帰化条件の

男女同一化）（85年施行） 

・パートタイム労働対策要綱制定 

 

1985 
（昭和60） 

・国連婦人の10年の成果を検討

し、評価するための世界会議開

催（ナイロビ） 

・西暦2000年に向けての婦人の

地位向上のためのナイロビ将来

戦略採択 

・国民年金法改正（専業主婦の基

礎年金保障）（86年施行） 

・男女雇用機会均等法公布 

 （86年施行） 

・女子差別撤廃条約批准 

 

1986 
（昭和61）   

･女性に関する総合窓口開設 

・第３次総合計画「21世紀をめざ

すさがみはらプラン」を策定（女

性の自立と参加による男女共同

参画社会の実現をめざす） 
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年 国連等の動き 日本の動き 相模原市の動き 

1987 
（昭和62）  

・西暦2000年に向けての新国内

行動計画策定 

・所得税法改正（配偶者特別控除

創設）、施行 

 

1988 
（昭和63）  

・労働基準法改正（週40時間労働

制規定） 

・婦人問題基本調査実施 

・相模原市婦人問題懇談会設置 

1989 
（平成元） ・児童の権利に関する条約採択 

・高等学校学習指導要領改訂 

（高校家庭科男女必修化） 

・パートタイム労働指針告示 

・女性政策課設置 

・さがみはら女性計画策定委員

会・60人委員設置 

1990 
（平成２） 

・国連婦人の地位委員会拡大会期 

・婦人の地位向上のためのナイロ

ビ将来戦略に関する第1回見直

しと評価に伴う勧告及び結論 

採択 

 
・相模原市女性団体連絡協議会 

 （現 特定非営利法人男女共同 

参画さがみはら）設立 

1991 
（平成３）  

・西暦2000年に向けての新国内

行動計画改定 

・育児休業法公布（92 年施行） 

・さがみはら女性計画策定 

・相模原市における審議会等への

男女共同参画を推進する要綱 

制定 

1992 
（平成４） 

・環境と開発に関する国連会議 

開催（リオデジャネイロ） 

・介護休業制度等に関するガイド

ライン策定 

・初の婦人問題担当大臣誕生 
・さがみはら男女平等憲章制定 

1993 
（平成５） 

・世界人権会議（ウィーン）にてウ

ィーン宣言および行動計画採択 

・女性に対する暴力の撤廃に関す

る宣言採択 

・パートタイム労働法公布、施行 ・女性問題基本調査実施 

1994 
（平成６） 

・ILO「パートタイム労働に関する

条約（第175号）」採択 

・第２回アジア・太平洋大臣会議

（ジャカルタ）にて「アジア・太平

洋における女性の地位向上のた

めのジャカルタ宣言」採択 

・国際人口開発会議開催（カイロ） 

・総理府に男女共同参画室設置 

・男女共同参画審議会設置（政令） 

・内閣に男女共同参画推進本部 

設置 

・児童の権利に関する条約批准 

 

1995 
（平成７） 

・第４回世界女性会議開催（北京）

にて北京宣言及び行動綱領採択 

・育児休業法を育児・介護休業法

に改正（介護休業制度の法制化） 

（99年施行） 

・ILO「家族的責任を有する男女

労働者の機会及び待遇の均等に 

関する条約（第156号）」批准 

・女性政策情報コーナー設置 

・さがみはら女性計画後期実施計

画策定 

1996 
（平成８）  

・優生保護法を母体保護法に 

改正、施行 

・男女共同参画 2000 年プラン 

策定 

 

1997 
（平成９）  

・男女共同参画審議会設置（法律） 

・労働基準法改正（母性保護以外

の女性保護規定廃止） 

（99年施行） 

・男女雇用機会均等法改正（女性

に対する差別の禁止、ポジティブ

アクションの奨励、セクハラ防止) 

（99年施行） 

・育児・介護休業法改正（深夜業制

限) 

・介護保険法公布（2000年施行） 
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年 国連等の動き 日本の動き 相模原市の動き 

1998 
（平成10）   

・（仮称）女性センター基本構想 

策定 

1999 
（平成11）  

・男女共同参画社会基本法公布、 

施行 

・食料・農業・農村基本法公布、 

施行（女性の参画の促進） 

・新世紀さがみはらプラン策定 

・女性問題基本調査実施  

・（仮称）男女共同参画推進 

センター基本計画策定 

2000 
（平成12） 

・国連特別総会「女性2000年会

議」開催（ニューヨーク） 

・ストーカー規制法公布、施行 

・男女共同参画基本計画策定 

・相模原市立男女共同参画推進 

センター（ソレイユさがみ）開館 

・さがみはら男女共同参画都市 

宣言 

・女性政策課を男女共同参画課 

に改称 

2001 
（平成13）  

・男女共同参画会議設置 

・内閣府に男女共同参画局設置 

・第１回男女共同参画週間 

・DV防止法公布、施行 

・育児・介護休業法改正（時間外労

働の制限制度創設）（02年施行） 

・さがみはら男女共同参画プラン

21策定 

2002 
（平成14）   

・相模原市男女共同参画に関する

意識調査を実施 

2003 
（平成15）  

・母子福祉法等の改正（母子家庭

等の自立促進） 

・次世代育成支援対策推進法公布

（05年全面施行） 

・少子化社会対策基本法公布、 

施行 

 

2004 
（平成16）  

・DV防止法改正（配偶者からの暴

力の定義拡大、保護命令制度の

拡充） 

・育児・介護休業法改正（育児・介

護休業取得の期間雇用者への適

用拡大、育休期間の延長、子の

看護休暇創設）（05年施行） 

・さがみはら男女共同参画推進 

条例公布、施行 

・男女共同参画推進センターの指

定管理者制度の導入「特定非営

利活動法人男女共同参画さがみ

はら」に管理運営を委託 

2005 
（平成17） 

・第49回国連婦人の地位委員会 

（「北京＋10」世界閣僚級会合） 

開催 

・男女共同参画基本計画（第２次）

策定 
・さがみはら男女共同参画プラン

21の一部見直し 

2006 
（平成18） 

・第１回東アジア男女共同参画担

当大臣会合開催（東京） 

・男女雇用機会均等法改正（性別

による差別禁 止の範囲拡 大）

（07年施行） 
 

2007 
（平成19）  

・DV防止法改正（保護命令制度の

拡充）（08年施行） 

・パートタイム労働法改正（労働条

件の書面による明示、通常の勤

労者への転換の推進等）（08年

施行） 

・「仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）憲章」及び「仕事と

生活の調和推進のための行動指

針」策定 

 

2008 
（平成20）  

・「女性の参画加速プログラム」 

男女共同参画推進本部決定 
・さがみはら男女共同参画プラン 

21 の計画期間を１年延長 
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2009 
（平成21）  

・育児・介護休業法改正（短時間勤

務制度の義務化、所定外労働の

免除の義務化、子の看護休暇の

拡充、公表制度及び過料の創設

等）（10年施行） 

・相模原市男女共同参画に関する 

市民意識・事業所調査実施 

2010 
（平成22） 

・第54回国連婦人の地位委員会 

（「北京＋15」記念会合）開催 

・第３次男女共同参画基本計画 

策定 

・男女共同参画推進シンボル 

マーク制定 

・相模原市男女共同参画審議会 

諮問（第２次さがみはら男女共

同参画プラン21） 

2011 
（平成23） 

・ジェンダー平等と女性のエンパ

ワーメントのための国連機関

（UN Women）発足 

 
・相模原市男女共同参画審議会 

答申（第２次さがみはら男女共

同参画プラン21） 

2012 
（平成24） 

・第56回国連婦人の地位委員会

にて「自然災害におけるジェンダ

ー平等と女性のエンパワーメン

ト」決議案採択 

・女性の活躍による経済活性化を

推進する関係閣僚会議にて女性

の活躍促進による経済活性化行

動計画策定 

・第２次さがみはら男女共同参画

プラン21策定 

・相模原市配偶者暴力相談支援セ

ンター開設 

2013 
（平成25）  

・DV防止法改正（法の適用対象拡

大、法律名の改正）（14年施行） 

・ストーカー規制法改正 
 

2014 
（平成26） 

・第58回国連婦人の地位委員会

にて「自然災害におけるジェンダ

ー平等と女性のエンパワーメン

ト」決議案採択 

・パートタイム労働法改正 

（パートタイム労働者の範囲拡

大、短時間労働者の待遇の原則の

新設、事業主による説明義務の新

設等）（15年施行） 

 

2015 
（平成27） 

・UN Women日本事務所開設 

・第59回国連婦人の地位委員会 

（「北京＋20」）開催 

・第４次男女共同参画基本計画 

策定 

・女性活躍推進法公布、施行 

（16 年全面施行） 

・相模原市男女共同参画に関する

市民意識・事業所調査実施 

2016 
（平成28）  

・男女雇用機会均等法改正（妊娠・

出産等に関するハラスメント防

止措置義務の新設）（17年施行） 

・育児・介護休業法改正（子の看護

休暇の半日単位の取得、育児休

業の対象となる子の範囲拡大

等）（17年施行） 

・ストーカー規制法改正（規制対象

行為の拡大等）（17年施行） 

・男女共同参画課を人権・男女共

同参画課に改称 

2017 
（平成29）  

・育児・介護休業法改正、施行 

（育児休業の再延長等）  
 

2018 
（平成30）  

・政治分野における男女共同参画

推進法公布、施行 

・働き方改革関連法公布、 

一部施行 

・相模原市男女共同参画に関する

市民意識・事業所調査を実施 

・相模原市男女共同参画審議会 

諮問（第３次さがみはら男女共

同参画プラン） 

2019 
（平成31） 

（令和元） 
 

・女性活躍推進法改正（22年全面

施行） 

・DV防止法改正（連携・協力機関

として児童相談所が明確化と）

（20年施行） 

・相模原市男女共同参画審議会 

答申（第３次さがみはら男女共同

参画プラン） 

2020 
（令和２）   

・第３次さがみはら男女共同参画

プラン策定 
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20２２ 
（令和３） 

 ・育児・介護休業法改正（育休を取

得しやすい雇用環境の整備と個

別の制度周知・意向確認の措置

の義務付け、育児雇用労働者の

取得要件の緩和、産後パパ育休

（出生時育児休業の創設）、育児

休業の分割取得が可能に、育児

っ休業の取得状況の公表の義務

付け）（２３年４月以降段階施行） 

 

 

20２３ 
（令和４） 

 ・女性活躍推進法改正（職員の給

与の男女の差異の公表の義務

化）（2３年施行） 

・困難女性支援法公布（２４年施

行） 

・相模原市男女共同参画に関する 

市民意識・事業所調査実施 

 

 

 

［年表中の法律の標記］ 

＊男女雇用機会均等法…雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和

47 年法律第 113 号） 

＊育児休業法…育児休業等に関する法律（平成 3年法律第 76 号）。現行の育児休業、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育児・介護休業法） 

＊パートタイム労働法…短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５

年法律第 76 号） 

＊ストーカー規制法…ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成 12年法律第 81号） 

＊DV 防止法…配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成 13年法律第 31 号）。現行

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

＊母子福祉法…現行の母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 39年法律第 129 号） 

＊女性活躍推進法…女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第 64 号） 

＊政治分野における男女共同参画推進法…政治分野における男女共同参画の推進に関する法律（平成

30 年法律第 28号） 

＊働き方改革関連法…働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成 30 年法律第 71

号） 

＊困難女性支援法…困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和 4 年法律第 52号） 

 

 



 
 

 

さがみはら男女共同参画都市宣言 

 

わたくしたちは 

家庭に 地域に 職場に 

男女がともに参画できる社会をつくります 

人として尊びあい 

責任を分かちあい 

豊かで活力ある未来を拓きます 

市民 60 万人となった西暦 2000 年 

相模原市は 

男女共同参画都市として 

新たにあゆみはじめます 

 

        平成 12 年 7 月 8 日 

                     相 模 原 市 
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